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シェアリング・エコノミーの GDP 統計における捕捉の現状 

内閣府経済社会総合研究所上席主任研究官

吉岡　真史 1

1 内閣府経済社会総合研究所上席主任研究官
2 英語の“Sharing Economy” の邦訳には定訳がないことから、原則として「シェアリング・エコノミー」と英語２語の言葉として表記す

るが、一般社団法人シェアリングエコノミー協会、あるいは、内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室に置かれたシェアリングエコノ

ミー検討会議のように、固有名詞として１語表記の「シェアリングエコノミー」を用いる場合がある。
3 例えば、「統計改革の基本方針」（経済財政諮問会議、2016 年 12 月 21 日）など。

 （要旨）

近年の ICT 技術の進展とそれに伴う経済社会のデジ

タル化などを背景に、シェアリング・エコノミーが世界

的に急速に成長しており、新たな C to C 経済の動きと

して、SNS や検索をはじめとするインターネット上の

無償サービスとともに、その経済活動が注目されている。

他方で、これらの新たなサービス経済活動は一部に統計

上の捕捉が十分ではないとの指摘も存在しており、エビ

デンス・ベースの政策の企画や決定に資する統計整備の

観点からも、各種１次統計とともに GDP 統計においても、

いかに統計的に正確に把握すべきかが課題となっている。

こうした状況を踏まえ、内閣府は、2017 年度に「シ

ェアリング・エコノミー等新分野の経済活動の計測に関

する調査」を三菱総合研究所に委託した。本稿は、その

結果の概要を紹介するものである。同調査においては、

まず、シェアリング・エコノミーの特徴について考察し、

いくつかのカテゴリーを示した上で、プラットフォーム

企業が C to C の個人間をマッチングするビジネス・モ

デルについて説明をしている。その際、シェアリング・

エコノミーのフレームワークからは外れるものの、検索

エンジンなどのインターネット上の無償サービスについ

ても簡単に取り上げている。次に、これらのシェアリン

グ・エコノミーやその GDP 統計への反映について、英

国をはじめとするいくつかの先進国の統計行政機関や

OECD などの国際機関での議論についてサーベイを行っ

ている。さらに、シェアリング・エコノミーのビジネス・

モデルに即して、いくつかの典型的なカテゴリーごとに

SUT フレームワークにしたがった整理を行い、シェア

リング・エコノミーの市場規模などについての試算結果、

シェアリング・エコノミー把握のための研究の今後の方

向性を示している。

JEL Classification Number: C13, C82, L86

キーワード： シェアリング・エコノミー、C to C ビジネ

ス、GDP 統計

１．はじめに

近年の ICT 技術の進展とそれに伴う経済社会のデジ

タル化などを背景に、シェアリング・エコノミー 2 が世

界的に急速に成長しており、新たな C to C 経済の動き

として、SNS や検索をはじめとするインターネット上

の無償サービスとともに、その経済活動が注目されてい

る。他方で、これらの新たなサービス経済活動は一部に

統計上の捕捉が十分ではないとの指摘も存在しており、

エビデンス・ベースの政策の企画や決定に資する統計整

備の観点からも、各種１次統計とともに GDP 統計にお

いても、いかに統計的に正確に把握すべきかが課題 3 と

なっている。

特に、これらのサービス経済活動はスマートフォンな

どの個人の利用するデジタル・デバイスの普及に伴い、

個人間でのオンラインのつながりが容易になったことを

背景に拡大して来ており、OECD （2017） から引用した

図表１に示されているように、我が国は 100 人当たりの

モバイル・ブロードバンドの普及率が 152.4 台と主要国

中のトップであり、個人間、すなわち、C to C のビジネ

スが大きく拡大する余地があるといえる。それだけに、

統計的に正確にこれらのサービス産業を把握することは

我が国では特に重要といえよう。

本稿では、シェアリング・エコノミーの統計的捕捉、

特に GDP 統計における反映について現状と展望を報告

することを目的としている。ただし、次節の議論を先取

りすれば、ビジネスとしてのシェアリング・エコノミー

にはいくつかの領域（カテゴリー）が存在するが、我が

国経済における重要性に鑑み、同時に、紙幅の関係など

［内閣府経済社会総合研究所「季刊国民経済計算」第 164 号　2018 年］
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から、スペースのシェア、すなわち、第１に民泊、第２

にフリマなどのモノのシェア、第３にお金のシェア、そ

して、第４にスキルのシェアに集中 4 して議論を進める

こととする。なお、この第１節の導入を除く本稿の構成

は以下のとおりである。すなわち、次節第２節にてシェ

アリング・エコノミーの特徴について考察し、いくつか

のカテゴリーのほか、プラットフォーム企業が C to C

の個人間をマッチングするビジネス・モデルについて明

らかにする。その際、シェアリング・エコノミーの枠内

からは外れるものの、検索エンジンなどのインターネッ

ト上の無償サービスについても簡単に取り上げる。続く

第３節では、これらのシェアリング・エコノミーやその

GDP 統計への反映について、英国をはじめとするいく

つかの先進国統計行政機関や OECD などの国際機関で

の議論を簡単にサーベイする。さらに、第４節ではシェ

アリング・エコノミーのビジネス・モデルに即して、第

２節で展開したカテゴリーごとに SUT フレームワーク

にしたがって整理を行い、最終の第５節においてシェア

リング・エコノミーの市場規模などについて試算結果を

示すとともに、研究の今後の方向性について示し、本稿

を締めくくっている。

２．シェアリング・エコノミーの特徴

総務省「平成 29 年版情報通信白書」では、第１部第

4 特に、第４節での SUT フレームワークはこの４カテゴリーのみを取り上げていて、移動のシェアは割愛している。
5 https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/senmon_bunka/shiearingu1/dai1/siryou1_6.pdf （2018 年 5 月 15 日閲覧）

１章第２節において、「シェアリング・エコノミーとは、

個人等が保有する活用可能な資産等を、インターネット

上のマッチングプラットフォームを介して他の個人等も

利用可能とする経済活性化活動である。ここで活用可能

な資産等の中には、スキルや時間等の無形のものも含ま

れる。」 （p.23） と定義している。また、シェアリング・

エコノミーのカテゴリーについては、内閣官房情報通信

技術（IT）総合戦略室に置かれたシェアリングエコノミ

ー検討会議が 2016 年 11 月に取りまとめた「シェアリン

グエコノミー検討会議中間報告書－シェアリングエコノ

ミー推進プログラム－」において、一般社団法人シェア

リングエコノミー協会から提出された資料 5 に基づき、

５つの領域が示されている。すなわち、ホームシェア・

農地・駐車場・会議室などの「空間」、フリマ・レンタ

ルサービスなどの「モノ」、カーシェア・ライドシェア・

コストシェアなどの「移動」、クラウドファンディング

などの「お金」、家事代行・介護・育児・知識・料理な

どの「スキル」の５領域である。これらのカテゴリーと

それぞれの領域における関連企業を引用すると図表２の

とおりである。

ここで、左上の空間のシェアから時計回りに概観して

おくと、第１に、空間 = スペースのシェアについては、

いわゆる「民泊」といわれている旅行者に空き部屋など

を貸し出す形態をはじめとして、空き地やテナント等の

空きスペース、シェアオフィス等のレンタル、さらに、

図表 1　Mobile broadband penetration, OECD, G20 and BRIICS, 2016

unit: Total subscriptions and per 100 inhabitants

（出典）OECD (2017) p.18
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駐車場のレンタル、遊休農地のシェアなどが含まれてい

る。第２に、モノのシェアとしては、典型的にはフリマ・

アプリにみられる個人所有の中古品やハンドメイド品の

売買に加えて、服飾品やアクセサリーをはじめとする雑

貨等を個人間 （C to C） で貸し借りしたり、企業等の保

有資産 （自動車、研究設備等） を個人に対してレンタル 

（B to C） するようなビジネスが含まれている。第３に、

移動のシェアについては、個人による旅客輸送サービス

や相乗り、あるいは、これらのマッチング、法人や個人

事業主が行う伝統的な旅客輸送サービスのマッチング、

個人が所有する自動車等の乗り物の貸し借り、伝統的な

レンタカーをはじめとして法人等が自ら所有する自動車

等の賃貸サービスが含まれる。ただし、レンタカーやレ

ンタサイクルなどについてはモノのシェアとして分類さ

れる場合もある。第４に、お金のシェアとしては、典型

的には大きく３類型が観察され、寄付型として被災地や

途上国等の個人・小規模事業等に対して、ウェブサイト

上で寄付を募集するもの、購入型として購入希望者から

前払いで集めた代金を元手に、製品の開発・生産等を行

い、完成後の製品・サービス等を購入者に提供するもの、

そして、投資型としてプラットフォーム事業者を介して、

事業者が発行する株式を購入する第一種少額電子募集取

扱業、投資家と事業者との間で匿名組合契約を締結し出

資を行う第二種少額電子募集取扱業、事業者に融資を行

う貸金業が含まれると考えられる。最後に、第５に、ス

キルのシェアとしては、家事サービスもしくは家政婦

（夫） 等の派遣やそのマッチング、イラスト制作やパワ

ーポイント資料作成などの個人のスキル提供とそのマッ

チング、さらに、クラウド・ソーシングとして企業等が

インターネットを介して不特定多数の人々に案件の依頼

を行う形態が含まれる。

図表 2　シェアリング・エコノミーの領域

（出典）一般社団法人シェアリングエコノミー協会資料（脚注 5 に同じ）
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伝統的なレンタカーなどの B to C のサービスと異な

り、民泊などのシェアリング・エコノミーの大きな特徴

のひとつが C to C でのサービス提供と対価の支払いと

いう形でのビジネス展開であり、この消費者間のマッチ

ングをプラットフォーム企業がインターネットを介して

行い手数料収入を得る、という点である。そのビジネス・

モデルを図解したのが図表３である。C to C の取引にお

いて、空き部屋などの個人の遊休資産を別の個人に提供

し対価を受け取る個人間取引として実行されるわけであ

るが、プラットフォーム企業がインターネットを介して

その個人間のマッチングを行い、手数料を得る、という

ビジネス・モデルとなっている。このため、プラットフ

ォーム企業の法人としての手数料収入などのビジネス規

模は統計で捕捉することがそれほど困難ではないと考え

られる一方で、個人間の財・サービス等の提供に対する

対価の支払いについては統計において把握するに際して、

実務上の困難が生ずる可能性が指摘されている。

図表 3　シェアリング・エコノミーのビジネス・モデル

（出典）三菱総合研究所（2017）

コラム １ 　インターネット上の無償サービス

C to C の消費者間の取引とそれをマッチングするプラットフォーム企業の３者で構成されるシェアリング・エコノミー

とは異なるが、経済のデジタル化に伴い SNS や検索エンジンなどのインターネット上の無償サービスも幅広く展開され

ている。これらは広告収入によって支えられていることから、以下の図表４のようなビジネス・モデルと考えられる。

図表４　インターネット上の無償サービスのビジネス・モデル

（出典） 三菱総合研究所 （2017）
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これらの C to C のシェアリング・エコノミーについ

ては、個人や企業の経済活動として幅広く浸透して来て

いるが、GDP 統計において把握するに当たっては、単

に統計で捕捉されているかどうかだけの観点ではなく、

そもそも SNA における生産の境界内であるかどうかの

観点を導入する必要がある。例えば、モノのシェアのう

ち、フリマ・アプリによる中古品売買においては、マッ

チングを行ったプラットフォーム企業の手数料を別とし

て、売買された中古品本体については SNA の生産の境

界外であると考えられる 6。したがって、SNA の生産境

界の内か、外か、及び、統計的な捕捉の現状に即してシ

ェアリング・エコノミーの経済活動は以下の３つの領域

が設定でき、図示すれば図表５のとおりである。

6 なお、インターネット上の無償サービスについては、図表４に即して考えれば、広告収入などから売上げが把握可能だが、定義上、無

償サービスそのもののは把握不可能である。

① SNA の生産の境界外となるもの

　⇒ 売買された中古品本体、C to C の金融取引、等

②  SNA の生産の境界内ではあるが、捕捉できていな

いと考えられるもの

　⇒  C to C で取引された財貨・サービス本体、クラ

ウドファンディングによる C to C の金融サービ

ス 、家計最終消費のうちシェアリング・エコノ

ミー等への投資分、等

③  SNA の生産の境界内であって、現状捕捉されてい

ると考えられるもの

　⇒  プラットフォーム企業による手数料収入、民泊

の一部（帰属家賃として計上されている部分）、

家事サービス業（国勢調査を使用した推計）、等

図表 5　SNA 生産境界と統計的捕捉の現状

（備考） 本稿の目的から、SNA における生産の境界の外であって、統計的に捕捉されているもの

については分析対象の外と考えた。

これらのサービスについては、企業活動として広告収入等が統計的に把握されていると考えられるが、経済学上の論点

として、消費者余剰の観点からサービス利用者の便益の計測を試みた研究成果も出始めている。例えば、Brynjolfsson and 
Oh （2012） ではインターネット・サービスのうち無料サイトから得ている効用は $106 bil. GDP の 0.74% との結論を得てお

り、また、Brynjolfsson et al. （2018） では、デジタルエコノミー時代における GDP の利用上の問題について、無償提供さ

れるデジタル財が通常の財とは異なり既存財を代替するような場合などでは、GDP が減少する中で消費者余剰が増加す

るという逆方向の動きが生じることを指摘しつつ、無償提供されるデジタル財の消費者余剰について、SBDC （single 
binary discrete choice） 実験法により計測を試み、例えば、検索エンジンを手放す代価 （WTA） として１人当たり年 $17,530 
（2017 年） との膨大な消費者余剰を算出している。同様の手法により、我が国に置ける計測例としては山口ほか （2018） が
あり、ネット上の消費者余剰は 15 兆 6,800 億円（GDP の 3.20%）から 18 兆 3,000 億円（同 3.74%）に上るとの結果を得

ている。ただし、IMF （2018） で批判しているように、消費者余剰は GDP とは異なる概念であり、加えて、これらの計測

結果は、Kahneman and Tversky （1979） などに基づくプロスペクト理論に従えば、過大推計されるバイアスがある可能性も

考慮すべきであろう。
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３．シェアリング・エコノミーの計測に関する先

進各国及び国際機関の取組み

前節におけるシェアリング・エコノミーの特徴に基づ

き、Bean （2016） では従来の非市場活動がマネタイズさ

れる一方で、GDP 統計においては活動の一部（仲介企

業による仲介手数料）しか捉えられていない可能性が指

摘されており、同時に、GDP 統計以外においても、既

存の労働統計ではシェアリング・エコノミー活動を行っ

ている個人や世帯の労働時間を捕捉できていないため、

労働生産性の測定に影響を及ぼす可能性も同時に示唆さ

れている。同時に、統計というよりは研究レベルの成果

であるが、シェアリング・エコノミーの活動規模捕捉の

試みも実施されており、例えば、Ahmad et. al. (2017） で

は、Uber のドライバー数や運転時間等のデータを用い

て、自動車をライド・シェアにおける生産活動に投入し

た場合に、家計の耐久消費財ではなく、投資として新た

7 同様の決定樹はオーストラリア統計局でも開発されている （ABS, 2017, p.8 of 15）。

に計上される価額を推計した結果、米国における総投資

額の 0.1% 以下にとどまり、ライド・シェアの投資への

貢献度は比較的小さい可能性を指摘している。

これらを受けて、先進各国におけるシェアリング・エ

コノミーの統計への反映に関する取組を概観すると以下

のとおりである。まず、１次統計における捕捉について

は英国の例が参考となろう。すなわち、Beck （2017） に

よれば、図表６のようなシェアリング・エコノミーの定

義及びプラットフォーム事業者か否かを判断する決定樹

を開発 7 するとともに、既存統計調査を活用に向けては、

“Opinions and Lifestyle Survey,” “Labour Force Survey,” 

“Living Costs and Food Survey” などを考慮するとともに、

データサイエンスの活用として、Annual Business Survey

における事業者データベースから、プラットフォーム事

業者を識別する手法を開発していると明らかにしている。

次に、これらの１次統計の把握結果を GDP 統計にど

のように取り込むかについてはカナダの例が参考とな 

る。すなわち、Statistics Canada（2017）においては、

accommodation services, transportation service, crowdfunding 

の３分野のプラットフォーム企業及びサービス提供者と

サービス消費者のマクロ経済勘定体系（Canadian System 

Macroeconomic Accounts; CMEA）における各経済取引の

捕捉状況を整理している。図表７はこの３分野のうちの

民泊（accommodation services） に関する整理を示してい

る。これに従えば、プラットフォーム企業が非居住者で

ある場合、非居住者は調査対象外であり、また、法人化

されてない事業者は利用可能な行政・調査統計情報デー

タで把握されない可能性があり、not fully captured であ

ると結論している。また、宿泊サービスを提供するホス

トについては、法人でない場合は利用可能な管理・調査

データで把握されていない可能性があり、not fully 

captured である一方、法人のホストについては捕捉され

ている （yes, captured） と結論している。なお、図表は引

用しないが、ライドシェアの輸送サービスとクラウドフ

ァンディングについても、民泊サービスと同様の検討結

果が示されている。

加えて、シェアリング・エコノミーの経済活動成果を

GDP 統計に取り込む際に、消費・投資・輸入などの需

要項目別に把握する重要性については、Ahmad et. al. 

（2017） の指摘を引用したが、同時に、同様の乗用車の

消費と設備投資の分類については、Bean （2016） でも問

題意識が表明されており、当然ながら、家計における耐

久消費財であった乗用車がシェアリング・エコノミーで

図表６　Decision tree for identifying sharing economy 
businesses

Have a website or an
app?

Depend on its
website/app to carry
its business?

Allow the matching of
individuals with
individuals?

Allow temporary
access to goods or
services provided by
another individuals?

Allow mostly
transactions without
transfer of
ownership?

Likely to be in the
sharing economy

Not likely to be in the
sharing economy

Yes

Yes

Yes

Yes

Yes

No

No

No

No

No

（出典） Beck （2017）
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は生産活動に用いられるのであれば、それらは SNA 上

では投資として計上されるべき、と指摘している。また、

GDP 統計への取り込みについても、Ahmad and Schreyer 

（2016） では、民泊に関しては帰属家賃の形で一部なり

とも計上済みであると主張している。また、別の観点な

がら、GDP は付加価値ベースの統計であることから、

Coyle （2014） は、サービス提供サイドの家計によるシェ

アリング・エコノミー活動のための中間投入の把握が今

後の課題となる可能性を示唆している。

４．SUT（供給・使用表）フレームワークを用いた

シェアリング・エコノミーの整理

シェアリング・エコノミーを経済主体間の取引とみな

すと、既に簡単に定義で触れたように、C to C のビジネ

スをプラットフォーム企業がインターネットを介してマ

ッチングするという形になり、もっとも単純には、既出

の図表３のような３者間の取引として表現できる。統計

記録上の観点から、まず問われるべきはこの３者の居住

図表 7　Summary of accommodation services digital platform

Unit

Classification in 
Canadian 

Macroeconomic 
Accounts (CMEA)

Activity

Classification in 
Canadian 

Macroeconomic 
Accounts (CMEA)

Captured in Canadian 
Macroeconomic 

Accounts (CMEA)

Facilitator 
(Accommodation 
services digital 
platform)

Non-resident Market output – 
commercial services Imports

Not fully because:
-  Non-residents not 

surveyed
-  Unincorporated business 

may not be captured in 
available administrative/
survey data

-  Embedded in value of 
household consumption 
(i.e., guest fee)

Resident non-financial 
corporation

Market output – 
commercial services

Production in business 
sector

Production and Foreign 
Direct Investment should 
be captured through 
survey and/or tax data

Hosts - 
Unincorporated

Non-financial 
corporations in the 
business sector 1) Market output of 

accommodation services
2) Consumption of 
commercial services

1) Mixed income
2)  Intermediate 

consumption - import, 
inputs

Not fully because:
-  Unincorporated business 

may not be captured in 
available administrative/
survey data

Hosts - 
Incorporated

Households or Businesses
(both unincorporated or 
incorporated)

1) Output
2)  Intermediate 

consumption – import, 
inputs

Yes

Guests - 
Individuals or 
Businesses

Households or Businesses
(both unincorporated or 
incorporated)

Consumption of 
accommodation services 
in Canada

Final consumption / 
intermediate consumption Yes

Consumption of 
accommodation services 
outside Canada

Import of travel services
Yes. May be over 
estimated since it’s based 
on standard hotel prices.

Consumption of 
commercial services 
(platform guest charge)

Import

Yes. But likely not 
classified as import (guest 
fee embedded in 
household consumption).

Non-residents

Consumption of 
accommodation services 
in Canada

Export of travel services

Yes. May be 
overestimated since it’s 
based on standard hotel 
prices.

Consumption of 
accommodation services 
outside Canada

Out of scope for CMEA Out of scope for CMEA
Consumption of 
commercial services 
(platform guest charge)

( 出典 ) Statistics Canada (2017)
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者・非居住者別、すなわち、プラットフォームを提供し

C to C ビジネスのマッチングを行う仲介事業者、サービ

スを提供しその対価を受け取る供給者、さらに、サービ

スを使用し対価を支払う使用者の３者が、それぞれに居

住者であるか、非居住者であるか、が重要となる。加え

て、対価を支払う使用者の目的がいわゆる私用であるの

か、社用であるのかの違いも考慮に加えられるべきと考

えられる。すなわち、居住者から非居住者への対価支払

いは輸入に分類され、その逆は輸出となる場合が多く、

私用でのサービス利用は個人消費である一方で、社用で

あれば企業の中間消費となる場合も考えられる。また、

図表３で示されているような単純な３者間の関係だけで

なく、別のサービス提供者が関係する場合も可能性とし

てあり得る。例えば、我が国のシェアリング・エコノミ

ーでもっともボリュームが大きいと考えられる民泊の場

合は、主体間の取引関係にかなりのバリエーションがあ

り得るものの、プラットフォーム事業者は Airbnb など

の海外法人であるケースが多いと考えられ、その際、図

表８で示した３つのケースが民泊の中でも大きな部分を

占められていると想定される。

手数料

（サービス）

非居住者間の取引

保険業者・決済代行業者等

非居住者（保険業）・居住者

（クレジットカード業等）

手数料（サービス）

非居住者間の取引 手数料（サービス）

輸入、最終消費

宿泊料

（宿泊サービス）

輸入、最終消費

ホスト

非居住者（海外）

仲介事業者

非居住者（海外）

ゲスト

居住者（家計（消費者））

手数料

（サービス）

非居住者間の取引
手数料（サービス）

輸入、中間消費 手数料（サービス）

非居住者間の取引

宿泊料

（宿泊サービス）

輸出、最終消費

ホスト

居住(家計(個人企業)、

宿泊サービス業)

仲介事業者

非居住者（海外）

ゲスト

非居住者（海外）

保険業者・決済代行業者等

非居住者（保険業・クレジッ

トカード業等）

手数料

（不動産管理

サービス）

産出、中間投入

代行業者

居住者（不動

産管理業）

手数料

（サービス）

非居住者間の取引
手数料（サービス）

輸入、中間消費 手数料（サービス）

輸入、最終消費

宿泊料

（宿泊サービス）

産出、最終消費

ホスト

居住者(家計(個人企業)、

宿泊サービス業)

仲介事業者

非居住者（海外）

ゲスト

居住者（家計（消費者））

保険業者・決済代行業者等

非居住者（保険業）・居住者

（クレジットカード業等）

手数料

（不動産管理

サービス）

産出、中間投入

代行業者

居住者（不動

産管理業）

図表 8　民泊で多いと考えられる主体間の取引関係

　（１）ホストとゲストがともに国内居住者（国内旅行）の場合

　（２）ホストが国内居住者で、ゲストが非居住者（訪日外国人）の場合

　（３）ホストが非居住者で、ゲストが居住者（海外旅行）の場合

（備考）上の図の斜体字の「非居住者間の取引」については、記録しない。

（空間のシェア　＝　民泊）



－ 9－

シェアリング・エコノミーの GDP 統計における捕捉の現状

なお、図表８では、ホストが居住者の場合、プラット

フォームを運営する仲介事業者のサイトにアップロード

するための情報については、いくつかのヒアリング結果

などから、代行業者に依頼している場合が少なくないと

考えられることから、ホスト側から何らかの手数料を支

払って代行サービスの利用をしている可能性を考慮して

いる。また、現時点での我が国における民泊ビジネスに

おいては、仲介事業者は大きな部分が海外法人で、かつ、

使用者のゲストも訪日外国人の割合が高いと考えられる。

同時に、仲介事業者が保険業者や決済代行業者のサービ

スを受けている可能性が高い点も考慮している。加えて、

図表８では明記していないが、民泊の場合、2018 年 6

月に「住宅宿泊事業法」が施行される前の段階で、「旅

館業法」上の許可物件・無許可物件、あるいは、簡易宿

泊所登録の有無などによる区分も考慮する必要がある。

これらを含めて、図表８に示した３ケースの民泊につい

て、仲介事業者が非居住者のケースの SUT における記

録は図表９のとおりとなる。

図表 9　民泊の SUT 上の記録
（１）供給表

産業

商品
住宅賃貸業 宿泊サービス業 清掃サービス業

クレジット 
カード業

輸入

旅行サービス
家主から仲介事業

者への手数料支払

住宅賃貸サービス

帰属家賃等（家主

居住型民泊重複分

は控除）

宿泊サービス

家主居住型の場合

の副次生産物とし

ての民泊分

簡易旅館民泊分家

主不在型民泊分

清掃サービス
ゲスト用の室内清

掃費

クレジットカード

サービス

決済サービスに関

する手数料

保健サービス

（２）使用表

産業

商品
住宅賃貸業 宿泊サービス業 その他産業 家計現実最終消費 輸出

旅行サービス

仲介事業者への手

数料支払（家主居

住型の場合）

仲介事業者への手

数料支払（簡易旅

館、家主不在型の

場合）

住宅賃貸サービス 帰属家賃等

宿泊サービス
国内旅行者の民泊

分のうち商用目的

訪日外国人、国内

旅行者の民泊分の

うちレジャー目的

訪日外国人の民泊

分のうち商用目的

清掃サービス

ゲスト用の室内清

掃費（家主居住型

の場合）

ゲスト用の室内清

掃費（簡易旅館、

家主不在型の場

合）

クレジットカード

サービス

決済サービスに関

する手数料
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これらの整理を踏まえて、GDP 統計における民泊の

把握状況については、関係するプラットフォーム企業、

ホスト、ゲストの３者に分けて 2018 年 6 月の「住宅宿

泊事業法」施行前の段階で概観すると、プラットフォー

ム事業者が国内法人の場合は、事業者に対する悉皆調査

である経済センサス統計、特に活動調査の調査対象であ

ることから、マッチング手数料をはじめとする事業者と

しての売上げが捕捉可能である。ただし、アイルランド

に本社を置く Airbnb が民泊プラットフォーム企業の中

で大きなシェアを占めていると考えられるが、このよう

に、海外に本社機能や活動拠点を有し、売上げがその海

外本社に計上されている場合、売上げ等の統計的な捕捉

は極めて困難となろう。また、スペースを提供するホス

ト家計あるいは個人については、経済センサス統計で把

握するのは難しい面がある一方で、「住宅宿泊事業法」

の施行に伴い、サービス提供の登録がなされれば、捕捉

は大きく進むと想定される。加えて、法施行前の段階で

はプラットフォーム企業のサイトへの情報のアップロー

ドのための業務が中心となっている代行事業者が登録代

行を行うなどの業務を拡大する可能性があり、その意味

で民泊代行業の拡大が想定される。その場合は、代行業

者を通じた統計的な捕捉も可能性が広がると期待される。

最後に、サービスを消費するゲストについては、家計調

査ないし家計消費状況調査による捕捉が可能と考えられ

るが、いわゆるインバウンドの訪日外国人の場合の統計

的な捕捉は困難と考えられる。

コラム２ 　訪日外国人の宿泊

2017 年半ばの時点で 2016 年の統計が利用可能となった段階において、訪日外国人入国者数の伸びに対して、宿泊日数

が従来のトレンドに比べて整合的でなく、外国人の宿泊客が「消えた」との報道 （例えば、日本経済新聞オンライン記事

で「統計で『消えた』外国人宿泊客 ここにいた !」https://vdata.nikkei.com/newsgraphics/visitor2017/ 2018 年 5 月 15 日閲覧、

など）もみられた。統計でみれば、以下の図表 10 のとおりである。

図表 10　訪日外客数と訪日外国人の延べ宿泊数の推移
（１）伸び率

0％

10％

20％

30％

40％

50％

2012 2013 2014 2015 2016

訪日外客数 外国人延べ宿泊者数

（２）実数

5

10

15

20

25

20

30

40

50

60

70

80

2012 2013 2014 2015 2016

外国人延べ宿泊者数 (百万人、左目盛り)

訪日外客数 (百万人、左目盛り)

（備考） 法務省資料及び観光庁資料を基に著者作成
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図表 10 は、法務省による訪日外客数と観光庁による訪日外国人の延べ宿泊数のそれぞれの実数と伸び率をプロットし

ているが、2016 年統計で訪日外客数の伸び 21.8% 増に比べて訪日外国人宿泊の伸びが +5.8% 増と乖離しているのは、一

部に民泊の利用に起因するとの見方も示されており、こういった訪日外国人の民泊利用に関する統計的な把握は、「住宅

宿泊事業法」施行前の段階では難しい可能性があった。

（モノのシェア）

空間 = スペースのシェア（民泊）に続いて、モノの

シェアについて SUT フレームワークを念頭に、服飾品

やアクセサリーなどのモノのレンタル、中古品の販売、

個人製造品（ハンドメイド品）の販売の３ケースについ

て、仲介事業者とサービスの提供側、需要側の財貨・サ

ービスと支払いの関係を示したのが図表 11 である。な

お、マッチングを行うプラットフォーム事業者と提供及

び使用の家計（消費者）のほか、図表でみて右上に物流

事業者や決済代行事業者等を想定したが、C to C ビジネ

8 厳密には、2008SNA では貴金属、貴石、宝飾品、美術品、骨董品、収集品等を「貴重品」として資本形成概念に含めることを勧告し

ているが、シェアリング・エコノミーのような C to C の取引でこういった「貴重品」が売買されることは極めてまれと考えられる。「貴

重品」概念の詳細は作間（2014）を参照。

スの提供側・需要側ではなく、仲介事業者が物流や決済

代行を行うケースが大きいと考えられる。また、民泊と

異なり、仲介事業者をはじめとして関連する提供側と需

要側の消費者については大宗が日本国内の居住者であろ

うと想定している。また、図表 11 に示した中で (2) の

中古品販売のケースでは、仲介事業者への手数料などの

売買マージンを除いて、中古品そのものの売買自体は産

出とはみなされず、販売者・購入者ともに家計として扱

い、最終消費の差引きはゼロと計上される 8。

図表 11　フリマなどのモノのシェアで多いと考えられる主体間の取引関係

　（１）モノのレンタル

手数料

（サービス）

産出、

中間消費

手数料（サービス）

産出、中間消費 手数料（サービス）

産出、最終消費

レンタル料

（物品賃貸サービス）

産出、最終消費

貸出人

居住者（家計（個人企

業）、物品賃貸業）

仲介事業者

居住者（インターネット附

随サービス）

借受人

居住者（家計）

物流事業者・決済代行業者等

居住者（運輸業・クレジット

カード業業等）

　（２）中古品の販売

手数料

（サービス）

産出、

中間消費
手数料（サービス）

産出、最終消費 手数料（サービス）

産出、最終消費

最終消費－

最終消費＋

（部門内で相殺）

販売者

居住者（家計（消費者））

仲介事業者

居住者（インターネット附

随サービス）

購入者

居住者（家計（消費者））

物流事業者・決済代行業者等

居住者（運輸業・クレジット

カード業業等）
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モノのシェアの統計的な捕捉について考えると、個人

間をマッチングしているプラットフォーム企業について

は、悉皆調査である現行の経済センサス調査（活動調査）

等の対象であり、マッチング手数料などの事業者の売上

げ等は１次統計で捕捉可能であると考えられる一方で、

個人が提供するレンタルや個人製造品（ハンドメイド品）

の販売については、提供サイドからは、一定の継続性を

持って提供を行えば、定義上、個人事業者として経済セ

ンサスの調査対象となる可能性があり、同時に、使用サ

イドからは、家計調査ないし家計消費状況調査による捕

捉が可能と考えられるが、提供サイドから母集団情報で

捕捉できる可能性がどこまで高いかは不明であり、また、

家計調査ないし家計消費状況調査による使用サイドから

の捕捉については、通常の B to C 取引による購入とシ

ェアリング・エコノミーの C to C 取引による支出を現

状の調査の格付けなどから、どこまで区別して把握でき

るかは極めて不確実である。

次に、SUT のフレームワークについて考えると、図

表 11 で示したモノのシェアの３ケースうち、特に GDP

統計への記録すべき生産額が大きいと考えられる個人製

造品（ハンドメイド品）の服飾品販売のケースの SUT

フレームワークは図表 12 のとおりである。

図表 12　個人製造品 ( ハンドメイド品 ) 販売の SUT 上の記録
（１）供給表

産業

商品

インターネット附随サ

ービス業
衣服製造業 運輸業 クレジットカード業

インターネット附随サ

ービス

販売者・購入者から仲

介事業者への手数料支

払

衣服 商品販売額製造業分

小売サービス 商品販売額小売業分

運輸サービス
物流サービスに関する

手数料

クレジットカードサー

ビス

決済サービスに関する

手数料

（２）使用表

商品

産業

インターネット附随

サービス業
衣服製造業 家計現実最終消費

インターネット附随サ

ービス

販売者から仲介業者

への手数料分

購入者から仲介業者

への手数料分

衣服 商品購入額

繊維製品 材料購入額

運輸サービス
物流サービスに関す

る手数料

クレジットカードサー

ビス

決済サービスに関す

る手数料

　（３）個人製造品（ハンドメイド品）の販売

手数料

（サービス）

産出、

中間消費

手数料（サービス）

産出、中間消費
手数料（サービス）

産出、最終消費

販売額

（製造小売）

産出、最終消費

販売者

居住者（家計（個人企

業）、製造小売業）

仲介事業者

居住者（インターネット附

随サービス）

購入者

居住者（家計）

材料販売事業者

居住者（小売業）

販売額

産出、中間消費

物流事業者・決済代行業者等

居住者（運輸業・クレジット

カード業業等）
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図表 13　お金のシェア ( クラウドファンディング ) で多いと考えられる主体間の取引関係

　（１）寄付型

手数料（サービス）

産出、中間消費
手数料（サービス）

産出、最終消費

寄付

経常・資本移転（受取）

経常・資本移転（支払）

起案者

居住者（NPISH、例えばNPISH

サービス）

仲介事業者

居住者（インターネット附随

サービス）

支援者

居住者（家計（消費者））

　（２）購入型

販売額

産出、最終消費

手数料（サービス）

産出、中間消費

手数料（サービス）

産出、最終消費

起案者

居住者（製造小売業、等）

仲介事業者

居住者（インターネット附随

サービス）

支援者

居住者（家計（消費者））

　（３）投資型

投資・融資

金融取引、金融取引

手数料（サービス）

産出、中間消費
手数料（サービス）

産出、最終消費

起案者

居住者（製造業等、または家

計（個人企業））

仲介事業者

居住者（金融サービス）

支援者

居住者（家計（消費者））

配当・金利

財産所得、財産所得

（お金のシェア）

続いて、お金のシェアとしては、第２節で展開した３

類型、すなわち、寄付型、購入型、投資型のそれぞれに

ついて、仲介事業者と資金提供を受ける起案者、資金を

提供する支援者の関係を示したのが図表 13 である。
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お金のシェアについて、統計的な捕捉の現状を考える

前に、最初の寄付型については、仲介事業者への手数料

は別にして、起案者に対する支援者からの資金のフロー

は経常・資本移転として計上され、また、３番目の投資

型のクラウドファンディングについては、これも仲介業

者への手数料は別にして、起案者と支援者の間の C to C

取引については、個人間の資金の融資・出資に該当する

ため、SNA 上は金融取引であり、生産の境界外に位置

づけられる点は確認しておく必要がある。すなわち、こ

れらの C to C 取引は資本調達勘定において計上され、

生産勘定における産出としては計上されない。その上で、

起案者・支援者からプラットフォームを運営する仲介事

業者への手数料の支払いについては、経済センサス統計

などにより把握されている可能性がある一方で、第２の

類型である購入型については統計で捕捉されていない可

能性がある。

図表 14　お金のシェアの SUT 上の記録
（１）供給表

産業

商品

インターネッ
ト附随サービ
ス業

金融サービス
業

例：NPISH サ
ービス（寄付
型）

例：自動車製
造業（購入型）

例：自動車小
売業（購入型）

例：食料品製
造業（投資型）

インターネット附随
サービス

寄付型・購入
型の起案者・
支援者から仲
介事業者への
手数料支払額

金融サービス 投資型の起案
者・支援者か
らの仲介事業
者への手数料
支払額

例：NPISH サービス NPISH
例：自動車 商品販売額製

造業分

例：自動車小売サー
ビス

商品販売額小
売業分

例：食料品製造業 製品出荷額

（２）使用表

産業

商品

例：NPISH サ
ービス（寄付
型）

例：自動車製
造業（購入型）

例：自動車小
売業（購入型）

例：食料品製
造業（投資型）

家計現実最終
消費

インターネット附随
サービス

寄付型の起案
者から仲介事
業者への手数
料支払額

購入型の起案
者から仲介事
業者への手数
料支払額

寄付型・購入
型の支援者か
ら仲介業者へ
の手数料支払

金融サービス 投資型の起案
者から仲介事
業者への手数
料支払額

投資型の支援
者から仲介業
者への手数料
支払

例：自動車 購入型の商品
購入額

以上の整理を踏まえ、お金のシェア３類型について、

SNA 上の記録を SUT フレームワークに基づき整理した

ものが図表 14 である。なお、寄付、出資、投資・融資、

配当・金利は本来 SUT では記録されないが、参考として、

投資型については経常・資本移転として付記している。
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（スキルのシェア）

本稿で最後に注目するスキルのシェアについて、関係

主体が全て国内居住者のケースを考えると、主体間の取

引関係、すなわち、サービスの提供と対価の支払いの流

れは図表 15 のとおりとなる。この図表 15 は本稿冒頭で

示した図表３シェアリング・エコノミーのもっとも単純

なビジネス・モデルと基本的に一致しており、スキル提

供を行う家計（消費者）とその購入を行う家計（消費者）

の間で、イラストやプレゼン資料の作成などのスキルの

提供とその対価の支払いが行われ、プラットフォーム事

業者がインターネットを介してマッチングを行って手数

料を得る、というシンプルな形になっている。図表 15

のサービスとその対価の支払いの流れに対応する SUT

上の記録は図表 16 のとおりである。

図表 15　スキルのシェアにおける主体間の取引関係

手数料（サービス）

産出、中間消費

手数料（サービス）

産出、最終消費

仲介事業者

居住者

（インターネット附随サービス業）

サービス代金

（各種サービス）

産出、最終消費

サービス提供者

居住者（家計（個人企業）、

各種サービス業）

サービス購入者

居住者（家計（消費者））

図表 16　スキルのシェアの SUT 上の記録
（１）供給表

産業

商品

インターネット附随サービ

ス業
家事サービス業

インターネット附随サービ

ス

サービス供給者・需要者か

ら仲介事業者への手数料支

払

家事サービス サービスへの支払

（２）使用表

産業

商品

インターネット附随サービ

ス業
家事サービス業 家計現実最終消費

インターネット附随サービ

ス

サービス提供者から仲介事

業者への手数料支払

サービス需要者から仲介事

業者への手数料支払

家事サービス サービスへの支払
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５．シェアリング・エコノミーの市場規模の推計

と今後の研究の方向

シェアリング・エコノミーの市場規模ないし経済規模

についてはいくつかの推計や試算があり、中間投入を差

し引かないベースであることから、付加価値額との違い

に注意する必要はあるが、いくつかの試算では１兆円を

超えている可能性が示唆されている。その中で、情報通

信総合研究所 （2017） の例を引用すると図表 17 のとおり

である。

図表 17　情報通信総合研究所によるシェアリング・エコノミーの市場規模の推計結果

シェアの種類
提供による収入（億円） 利用による支出（億円）

2016 年市場 潜在的な市場 2016 年市場 潜在的な市場

スペース 6,783 13,121 1,170 2,187
移動 1,181 2,687 1,490 3,965
モノ 2,197 5,909 760 2,122
スキル 751 2,395 661 2,070
お金 900 2,211 320 800
計 11,812 26,323 4,401 11,144

（出典）情報通信総合研究所 (2017)
注 1： 提供側と利用側の金額に差があるのは、提供側の収入には外国人からの収入が含まれるのに対し、利用側には外国人の

支出が含まれないことが主な要因である。

注 2： 潜在的な市場規模については、総務省「ICT サービスの利用に関するアンケート」による将来的な利用意向から推計し

たものである。

SNA 統計における一般原則として、生産境界内にあ

る経済活動に関しては、exhaustiveness の観点から全て

が記録されるべきであることはいうまでもなく、同時に、

2016 年の名目 GDP の実額が 538 兆円であることを考慮

すると、１兆円の市場規模に達しているシェアリング・

エコノミーは無視できない規模に達しているとも考えら

れる。しかも、直近の足元でシェアリング・エコノミー

の経済活動の伸び率は伝統的な分野に比較してかなり高

いと推測される。加えて、エビデンス・ベースの政策の

企画や決定に資する統計整備の観点からも、シェアリン

グ・エコノミーの経済活動を把握し、SNA 統計に反映

させることは重要な課題と考えられる。

このような観点から、本稿では、図表２で示したシェ

アリング・エコノミーの５つのカテゴリーのうち、「移動」

を除く４領域につき、以下のような前提を置き、幅を持

ってその市場規模を推計した 9。

（「空間」のシェア）

・観光庁「宿泊旅行統計調査」における外国人延べ宿

泊者数、および厚生労働省「全国民泊実態調査の結

果について」における国内の民泊物件（旅館業法上

の許可物件および無許可物件）数から民泊への外国

9 「移動」のシェアについて試算対象外としたのは、道路運送法上の白タク規制などの規制を踏まえ、現時点で我が国における経済活動

は極めて小規模と考えられるためである。

人延べ宿泊者数を推計。なお、許可物件と無許可物

件の物件数比率により民泊全体の延べ宿泊数を算出

したが、許可 ･無許可物件間の稼働率は一定と仮定

した。算出された延べ宿泊数に、厚労省同調査結果

から算出した宿泊単価を乗じて、外国人による民泊

利用額の総額を推計。

・日本人による利用も含めた利用者全体に占める外国

人の割合を 7~9 割程度と仮定し、日本人も含めた利

用総額を推計。

・うち、許可物件における利用額、無許可物件におけ

る利用額のうち仲介事業者手数料分および持ち家の

帰属家賃分（産業連関表における国内持ち家の帰属

家賃総額を物件数により割戻し推計）を「③ SNA

の生産の境界内であって、現状捕捉されていると考

えられるもの」とし、残りを「② SNA の生産の境

界内ではあるが、捕捉できていないと考えられるも

の」とした。

（「モノ」のシェア）

・モノのシェアにおいては、公表されている資料及び

フリマ・アプリの売上データを用いて試算を行った。

・公開されている資料からフリマ・アプリの流通総額
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（市場規模）を 3000 億円程度と推計した。

・推計した流通総額の大きな部分は C to C 中古品取

引額であり、「① SNA の生産の境界外となるもの」

と考えられるが、公開されているフリマ・アプリ事

業者複数社の売上高データの総計を「③ SNA の生

産の境界内であって、現状捕捉されていると考えら

れるもの」とし、C to C の実物取引総額のうちハン

ドメイド品売上を「② SNA の生産の境界内ではあ

るが、捕捉できていないと考えられるもの」とした。

なお、ハンドメイド品割合については、公表されて

いる取引数ベースの割合 5% を基本として想定した。

（「お金」のシェア）

・既存の民間マーケットレポート等から、国内クラウ

ドファンディングの新規プロジェクト支援金額を

700 億円～ 800 億円程度と仮定し、手数料率（20%

と仮定）を乗じることで仲介手数料分を推計し、「③

SNA の生産の境界内であって、現状捕捉されてい

ると考えられるもの」とした。残りの C to C 取引

額については、SNA 上の生産に当たらず金融取引

となるため除外している。

（「スキル」のシェア）

・既存の民間マーケットレポート等から、スキルのシ

ェアプラットフォーム事業の国内市場規模（仲介事

業者の売上）を 50 億円程度と仮定し、手数料率（25%

と仮定）で割り戻すことで流通総額を推計。仲介手

数料分を「③ SNA の生産の境界内であって、現状

捕捉されていると考えられるもの」とし、残りの C 

to C 取引額を「② SNA の生産の境界内ではあるが、

捕捉できていないと考えられるもの」とした。

推計結果は次の図表 18 のとおりである。

図表 18　シェアリング・エコノミーの生産額の試算結果 (2016 年 )

領域

生産額規模（2016 年）

「① SNA の生産の境界外と

なるもの」

「② SNA の生産の境界内で

はあるが、捕捉できていな

いと考えられるもの」

「③ SNA の生産の境界内で

あって、現状捕捉されてい

ると考えられるもの」 総額

中古品販売、C to C の金融

取引等
C to C の実物取引等

仲介手数料、持ち家帰属家

賃等

空間 － 700 億円～ 1,000 億円程度 700 億円～ 800 億円程度 1,400 億円～ 1,800 億円程度

モノ 2,700 億円～ 2,750 億円程度 150 億円程度 100 億円～ 150 億円程度 3,000 億円程度

お金 － － 150 億円～ 200 億円程度 150 億円～ 200 億円程度

スキル － 100 億円～ 200 億円程度 50 億円程度 150 億円～ 250 億円程度

合計 2,700 億円～ 2,750 億円程度 950 億円～ 1,350 億円程度 1,000 億円～ 1,200 億円程度 4,700 億円～ 5,250 億円程度

最後に、簡単に今後の研究の方向について考えると、

本稿では、名目値による生産額、いわゆる市場規模の把

握について議論を進めて試算を示したが、このうち

GDP に含まれるのはいわゆる付加価値部分であり、簡

略には生産の総額から中間投入を差し引く必要がある。

したがって、今後のシェアリング・エコノミーの GDP

統計への取り込みに関する研究においては、シェアリグ・

エコノミー産業の中間投入構造を把握し、名目ベースで

の付加価値額の推計を行うとともに、可能な範囲で、需

要項目別、すなわち、消費、設備投資、輸出などのカテ

ゴリー別の推計を行うための研究を進めることが必要で

ある。そして、名目ベースでの付加価値額に続き、実質

化のためのデフレータの研究についても今後必要となろ

う。その際、GDP 統計は加工統計であることから、１

次統計におけるシェアリング・エコノミーの把握が必要

不可欠であり、さらに、その前段階として産業分類や生

産物分類において、シェアリング・エコノミー産業ある

いはその産業が提供するサービスを適切に格付けするこ

とが求められる。
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コラム 3 　欧州におけるシェアリング・エコノミーの市場規模

我が国における 2016 年時点でのシェアリング・エコノミーの生産額は先に示した図表 18 のとおりであるが、時点や定

義などがやや異なるものの、欧州における試算結果が EU （2016） に示されている。プラットフォーム企業の収益と取引高

がいくつかのカテゴリーにしたがって試算されている。

図表 19　欧州におけるシェアリング・エコノミーの取引高と利益

Sector Revenue 2015（mil.） Value 2015（mil.）
P2P Accommodation € 1,150 € 15,100
P2P Transportation € 1,650 € 5,100
On-demand household services € 450 € 1,950
On-demand professional services € 100 € 750
Collaborative Finance € 250 € 5,200
Total € 3,600 € 28,100

（出典）EU （2016）

試算の前提やプロセスについては明らかではないが、我が国のシェアリング・エコノミーの生産額と比較して、かなり

大きいと考えられる。また、市場規模ではないが、MBO （2015） では、米国における労働者の 270 万人、独立労働者の

9% が on-demand economy platforms （Amazon や eBay を含む） を通じたサービス提供に従事しており、そのうち、50 万人

が Uber, Lyft, and Airbnb といった digital matching economy を通じてサービス供給を行っているとの推計結果を示している。
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１次統計におけるシェアリングエコノミーの把握 

跡見学園女子大学マネジメント学部教授

山澤　成康

（概要）

SNA にシェアリングエコノミーを採り入れる際、政

府統計で具体的にどのように把握していくのかを整理し

た。

イギリスのシェアリングエコノミーの定義はサービス

の供給側、需要側双方が個人であると定義しているが、

日本では法人がサービスを提供する場合も多い。個人企

業や法人の活動が全て把握できていたとしたら、GDP

へ影響するのは、個人が提供する財・サービスの部分で、

その捕捉が重要になる。しかし、個人企業、法人企業の

活動に不備がある場合は企業統計の改善も必要だ。

個別の統計をみていくと、サービスの需要側統計とし

ては家計調査、家計消費状況調査、全国消費実態調査な

どがある。支出面からは、シェアリングエコノミーは把

握されているはずである。問題は、別掲されていないこ

と。家計消費状況調査は、IT 関連消費など機動的に調

べることができるので、項目を適切に立てれば調査でき

る。

サービス提供側の統計としては、個人企業経済調査、

法人企業統計で企業のサービス提供は把握できる。捕捉

が十分でない可能性があるので、事業所母集団 DB の整

備が必要だ。個人のサービス提供者を特定するのは困難

なため、業界統計などの活用が必要となる。

サービスの仲介者（プラットフォーム企業）は、イン

ターネット付随サービス業に分類される。事業所母集団

に登録され把握されているはずだが、実際には捕捉され

ていない可能性があり、事業所母集団 DB の整備が必要。

JEL　Classification Number:C12,C82,L86

キーワード： GDP 統計、シェアリングエコノミ―、未

観測経済

１．はじめに

シェアリングエコノミーの現在の規模は小さいが、今

後急速に拡大する可能性がある。政府統計で把握できて

いる部分と把握できていない部分があり、それを峻別し

て必要な対応について考察する。

２．シェアリングエコノミーと統計

２．１　シェアリングエコノミーとは

シェアリングエコノミーは、個人の持つ遊休資産を有

効に利用することを目的として発達してきた取引形態で

ある。インターネットを使って供給者と需要者を仲介す

る企業が存在することも特徴だ。

シェアリングエコノミーには３つの取引主体が存在す

る。サービスの提供者、サービスの利用者、プラットフ

ォーム企業と呼ばれる仲介者である。サービスの利用者

は、仲介者を通じてサービスの提供者のサービスを受け

る。仲介者は、サービスの需要者、供給者双方から手数

料を受け取る。

これらの経済活動を統計として捕捉するためには、ま

ずサービス提供者の売上高や経費をつかむことが重要だ

（図表１の①）。同じ取引を利用者側から捉えることもで

［内閣府経済社会総合研究所「季刊国民経済計算」第 164 号　2018 年］

図表 1　シェアリングエコノミーの取引

仲介者

プラットフォーム企業

サービスの提供者

（個人、法人）

サービスの利用者

（個人）

サービスの提供①

対価の支払い②

手数料の支払い④手数料の支払い
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き、サービス利用者の支払金額を調べる方法もある（図

表１の②）。また、サービスの提供者、利用者とも利用

に際しては、プラットフォーム企業に手数料を支払って

おり、手数料の把握から経済活動を類推する方法もある

（図表１の③と④）。

シェアリングエコノミーの特徴は、サービスの提供者

が個人になり得るところである。

２．２　シェアリングエコノミー協会による５類型

シェアリングエコノミー協会は、「シェアリングエコ

ノミーとは、インターネット上のプラットフォームを介

して個人間でシェア（賃借や売買や提供）をしていく新

しい経済の動き。シェアリングエコノミーは、おもに、

場所・モノ・移動・スキル・お金の５つに分類される（シ

ェアリングエコノミー協会 2018）」と定義している（図

表２）。かなり広い定義で、資産の賃貸だけでなく売買

や交換も「シェア」に含んでいる。

場所については、Airbnb のほか、会議室のシェアな

どがある。モノのシェアは、メルカリの存在が大きいが、

事業の中心は中古品売買の仲介で、シェアというよりは、

所有権の移転といったほうがよい。一方、服をレンタル

する Laxus（ラクサス）、air Closet（エアークローゼット）

などのサービスは、所有権の移転を伴わない取引である。

スキルでは、家事労働サービスのココナラが代表的だ。

お金のシェアでは、クラウドファンディングが挙げられ

ている。これもシェアというよりは、移転である。

シェアリングエコノミー協会は、シェアリングエコノ

ミーの分類法としてサービスの供給者と需要者の性格の

違いによって、「n：n」と「1：n」という分類法も紹介

している（上田 2016）。「n：n」は多数の提供者と多数

の利用者が存在する場合で、２種類ある。１つ目は個人

間同士の取引の場合（C to C）の場合で、Airbnb、アズ

ママを例として挙げている。２つ目は企業間同士の取引

（B to B）の場合でスペースマーケット、ハコベルを挙

げている。「1：n」は企業が個人に対してサービスするも

ので、Laxus、air Closet を挙げている。

３．SNAへの反映に関して

３．１　シェアリングエコノミーの定義と GDP

日本のシェアリングエコノミーの規模を測る際には、

シェアリングエコノミー協会による定義を使うのが一案

である。ただ、国内総生産（GDP）への反映という意味

では、同協会の定義では適切でない。

企業活動が統計調査で把握できていれば、企業が提供

するサービスは現状でも把握されており、GDP への影

響はない（図表３）。

場所のシェアに関しては、民泊など統計上把握されて

いない部分があり、それを把握すれば GDP が増加する

可能性がある。

不要品の転売は「不用品のシェア」と言えるが、実態

は中古品の売買であり、SNA 上生産の対象にならない。

ただ、ハンドメイド品や農産物など価値を付加して売る

場合は GDP 統計の対象で、それを把握すれば GDP が増

加する可能性がある。

スキルのシェアのうち個人が提供する部分を把握すれ

ば GDP の増加に寄与する。

新製品の開発・販売のために多数の個人からお金を募

って商品を販売することは、「お金のシェア」と言えるが、

商品の予約販売とみることもでき、既に SNA 上で把握

されている。

カーシェアリングサービスには様々な形態があるが、

企業が購入した自動車を複数の個人が使うサービスは、

従来のレンタカーサービスと大きな違いはない。

図表２　シェアリングエコノミーの５類型と具体的な企業

企業名 統計で把握している項目

場所 Airbnb、スペースマーケット 宿泊料など

モノ メルカリ、Laxus、air Closet 貸衣装賃貸料など

移動 Uber カーシェア料金など

スキル ココナラ、アズママ 家事代行料など

お金 マクアケ
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イギリス国家統計局の定義は、シェアリングエコノミ

ー協会の定義とはかなり違う。ONS（2016）は、シェア

リングエコノミーの定義を「未利用または低利用の資産

を掘り起こすことで、個人や企業が資産・資源・時間・

スキルをシェアすることを可能とするデジタルプラット

フォームによって促進される活動」と比較的広く定義し

ていたが、ONS（2017）では、かなり厳格にシェアリン

グエコノミーの定義を行っている。以下のすべての条件

を満たしたものがシェアリングエコノミーと定義してい

る（図表４）。

３番目の条件である「個人と個人のマッチング」はか

なり強い条件で、企業のサービスの提供や利用を認めて

いないことになる。しかし、明確な定義は統計調査をす

る上では有用だ。

GDP 推計は、生産境界内のすべての経済活動を捉え

る必要があるが、捕捉できていないものを未観測経済と

呼ぶ（OECD 2002）。未観測経済は①地下経済②非合法

経済③非公式部門経済④家計の自己使用⑤基礎統計収集

上の不備（deficiencies）に分類される。非公式部門とは、

登録の必要のないような事業所が行う活動であり、個人

が行う取引が該当する。シェアリングエコノミーで第一

に捉える必要があるのが、この非公式部門である。ただ、

世帯統計からのアプローチでは、サービスの提供主体が

個人か企業かの区別はないので、概念的には捕捉できて

いるはずである。生産面では捕捉されていないが、支出

面からは捕捉できていることになる。

一方、個人事業主や企業向けインターネット企業など

の活動は、本来捕捉すべきだが、捕捉漏れの可能性があ

る。未観測経済の分類では、⑤基礎統計収集上の不備に

あたる。企業数がどの程度捉えられているかに関しては、

次章で扱う。

図表 3　サービス提供主体の類型別 GDP への影響

サービス提供主体 取引する財・サービス GDP は？

場所
個人 宿泊施設 増加

企業 宿泊施設、テナント 不変

モノ

個人 中古品 不変

個人 ハンドメイド、農産物 増加

企業 服飾品、自動車 不変

スキル
個人 家事代行など 増加

企業 家事代行など 不変

お金

個人 寄付型 不変

企業 購入型 不変

企業 投資型 不変

（備考）企業活動をすべて把握している場合。

図表４　ONS が想定するシェアリングエコノミーの条件

条　件

1 ウエブサイトかアプリがある。

2 ビジネスの実行にそのウエブサイトかアプリを使う。

3 個人と個人のマッチングを可能にしている。

4 他の個人が提供する財かサービスの一時的な利用を可能にしている。

5 所有権の移転がなくてもほぼ取引ができる。

（出典）ONS（2017）より。
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３．２　基準年推計、年次推計、速報推計との関係

GDP 統計と基礎統計の関係を整理する。我が国の国

民経済計算（System of National Accounts：SNA）では、

国内総生産（GDP）は、四半期速報（QE）、年次推計、

基準年推計で推計方法が変わる。また、日本の国民経済

計算（JSNA）は SUT 体系への移行を進めており、基礎

統計の変更が予定されている。大まかな基礎統計と

GDP 統計の対応は以下のとおりだ。

・基準年：経済センサス→ SUT 推計

・年次：ビジネスサーベイ→年次推計

・四半期：動態統計→速報推計

今後大きく変わるのは年次統計だ。ビジネスサーベイ

という枠組みを作ることにより、基準年、四半期との推

計誤差を減らし、基準年推計、年次推計、四半期推計の

三者をシームレスに作る構想である。

統計委員会の答申によれば、５年に一度の経済構造統

計を捉えるのは経済センサス－活動調査で変わらない

（図表５）。経済センサス－基礎調査は、５年に一度母集

団情報を調査する設計だったが、随時母集団情報を把握

する方法に変更する。基準年以外の年を中間年と呼び、

工業統計、商業統計など別々の枠組みで捉えていた統計

を一つの「ビジネスサーベイ」という枠組みで捉える。

シェアリングエコノミーの関連では、サービスの提供

側もプラットフォーム企業も現行では「特定サービス産

業実態調査」での調査になるが、統合・再編後は「経済

構造実態調査」での調査となる。

QE の関連では、需要統計活用の余地があるほか、「特

定サービス産業動態調査」や業界統計、業務統計などの

活用が考えられる。

図表 5　ビジネスサーベイの枠組み

（出典 ) 総務省政策統括官（統計基準担当）2018 より。

４.  企業はどの程度捉えられているか

第３章では、政府統計が企業活動をすべて把握してい

るとして議論したが、実際にはすべての企業を把握でき

ていない。非観測経済の類型でいえば、「⑤基礎統計上

の不備」にあたるところである。

シェアリングエコノミーの特徴は、個人がサービスの

提供者となることである。個人と企業の境界線は曖昧だ。

従来も、家計と企業の中間形態として個人企業があった。

広い意味でのシェアリングエコノミーの提供者は個人だ

けでなく、個人事業主、法人である場合も少なくない。

まず、個人、個人企業、法人がどのように違うのかを

明らかにしておこう（図表６）。個人が副業として、サ

ービスの提供者になっている場合、収入は副収入となり、

税法上 20 万円以上の所得（収入から経費を引いたもの）

があれば確定申告する必要がある。ここで計上された所

得については統計に反映されていない。

個人が事業としてサービスを提供している場合は、税

法上個人事業主となる。事業所得を申告する必要がある

が、複式簿記の記帳に基づいた青色申告をすると、65
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万円の所得控除が受けられ、家族への給与も費用として

認められる。このため、個人で継続的に所得が得られる

場合は、個人事業主として登録する可能性が高い。統計

上では「個人企業経済調査」の対象範囲となる。

さらに規模が大きくなると、法人を設立してサービス

を提供することになる。この場合は社会的な信用力が増

す一方で法人税などがかかる。

統計上、法人企業は財務省の法人企業統計で把握され、

個人企業は総務省の個人企業経済調査で把握される。

図表 6　個人、個人事業主、法人の違い

個人
個人事業主

（青色申告の場合）
法人

開業・設立手続き 不要 開業届提出 定款、設立趣意書など

事業の廃止 不要 届出 解散登記、公告等 

税金
所得（＝収入－費用）が 20 万
円まで非課税。経費に認めら
れる範囲が狭い

所得から 65 万円控除。家族へ
の給与も費用として認められ
る。

経費に認められる範囲が広い
（経営者への給与や保険料な
ど）。赤字でも法人税の均等割
7 万円が必要。

赤字の繰越 なし 3 年 9 年

会計・経理 個人の確定申告
個人の確定申告（複式簿記で
提出）

法人決算書・申告

生命保険 所得控除 所得控除 全額経費

社会保険（従業員
分含む）

負担なし
会社負担分なし（5 人未満の場
合）

会社負担分あり

（備考）国税庁ホームページなどより作成

図表 7　企業数と事業所数（2014 年）

（出典）総務省統計局、経済産業省「経済センサス基礎調査」

事業所（万事業所） 企業数（万社）

総数 569 総数 410
民営 554 個人経営 209

個人経営 212 会社企業 175
法人 339 株式・有限・相互会社 172

会社企業 297 合名・合資会社 2
会社以外の法人 42 合同会社 1

法人でない団体 3 会社以外の法人 26
国、地方公共団体 15

４．１　経済センサスによる現状の把握

経済センサス基礎調査では、事業所ベース、企業ベー

スの双方で法人や個人企業の数を把握している。個人経

営の事業所は 212 万か所、209 万社、法人の事業所は

339 万か所、175 万社である（図表７）。

シェアリングエコノミーを検討する際には、事業所の

定義が重要だ。日本標準産業分類の一般原則を示した総

務省政策統括官（統計基準）（2013）によれば、事業所

とは経済活動の場所的単位で、「単一の経営主体の下に

おいて一定の場所すなわち一区画を占め」、「財又はサー

ビスの生産と供給が，人及び設備を有して，継続的に行

われていること」が条件となる。例示として、工場，製

作所，事務所，営業所，商店，飲食店，旅館，娯楽場，

学校，病院，役所，駅，鉱業所，農家等が挙げられている。

注釈では行商、著述家、画家、家庭内における内職を

事業としてみなしていることから、シェアリングエコノ

ミーのサービス提供者は個人であれ個人事業主であれ、

事業所として把握されるべきものとなろう。

一方、企業は本社や支社、工場などの事業所が集まっ

てできた経営体のことである。個人経営の事業所は企業

と事業所が一致する。大きな企業は支社や工場など多く

の事業所を持っている。企業のうち会社企業は、経営組

織が株式会社、有限会社、相互会社、合名会社、合資会

社及び合同会社のものを指す。「会社以外の法人」は法
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人のうち会社でないもの 1 で、「法人でない団体」は法人

格をもたない団体 2 である。

４．２　統計調査による母集団名簿の違い

事業所母集団データベースは統計の基礎的な情報を集

めたもので、統計法第 27 条で「事業所母集団データベ

ース」の整備が明記されている。国の行政機関、都道府

県等に母集団情報（年次フレーム）を提供するようにな

ったのは 2013 年からである。

経済センサス－基礎調査で確認できた会社企業の母集

団数は 175 万社であるが、会社標本調査では 255 万社捉

えられているのに比べると少ない（総務省統計委員会担

当室 2017）（図表８）。

古隅ら（2011）によると、経済センサス基礎調査の前

身の事業所・企業統計調査で漏れている企業の特徴は、

①東京圏のオフィスビルに入居する企業②資本金規模が

小さい企業③情報通信業、不動産業、サービス業に属す

る企業④従業者数が少ない企業である。これらの特徴は、

シェアリングエコノミーのプラットフォーム企業の特徴

と近く、会社企業ですら従来の調査では把握が十分でな

い可能性が高い。

この状況を改善するため、事業所母集団データベース

の運用改善が計画されている。まず、事業所の定義の変

更である。日本標準産業分類では従事者がいることが事

1 （会社以外の法人）独立行政法人、一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人、公益財団法人、社会福祉法人、学校法人、医療法

人、宗教法人、農（漁）業協同組合、事業協同組合、労働組合（法人格を持つもの）、共済組合、国民健康保険組合、信用金庫、弁

護士法人など
2 （法人でない団体）後援会、同窓会、防犯協会、学会、労働組合（法人格を持たないもの）など

業所の定義の一つで、無人でパソコンだけが稼働してい

る場合は事業所に入らない。

しかし、実際には専従の従事者がいなかったり、１人

の従事者が多くの事業所をかけもちしたりする場合があ

る。これらも事業所として捉えるために事業所の定義を

変更する必要があり、今後の課題となっている。

経済センサス－基礎調査では、調査員が目視で事業所

の調査を行っていたが、インターネットで事業展開して

いる企業は外見から企業とわからない場合がある。個人

でシェアリングエコノミーのサービスを提供している場

合も事業所として捉えるのは難しい。

インターネット上にある公表企業名簿、国税庁法人番

号公表サイト、法人登記情報などからトリガー（きっか

けとなる）情報を収集する予定だ。その上で、年ごとに

地域を決めてしらみつぶしに調査をするローリング調査

を実施し、マンションの一室を事業所としているような

事業所も特定する。一方で、企業グループのトップに位

置する企業に直接照会して具体的情報を入手することも

計画されている。

しかし、これらの母集団を実際に把握できるかどうか

はわからない。厚生労働省がインターネットサイトから

収集した民泊情報 1 万 5127 件について調査したが、物

件特定不可・調査中の割合が 52.9％という結果になって

おり（厚生労働省 2017）、個人に近いサービス提供者を

図表 8　統計調査による母集団の違い（会社企業）

（注）総務省統計局委員会担当室資料より作成。2014 年時点
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全て把握するのは難しい。

民泊については住宅宿泊事業法の届出情報、旅館業法

の簡易宿所の許可情報などが利用可能で、「宿泊旅行統

計調査」（観光庁）の母集団に活用されているので、民

泊のサービス提供者は合法である限り、母集団名簿に取

り込むことができる。

５．サービスの需要者を捉える統計による捕捉

第４章まではシェアリングエコノミーと統計との主に

概念的な部分について検討したが、第５章以降では現行

の統計を検討し、今後どのような改善が必要かを考察する。

シェアリングエコノミーサービスを受けたサービス利

用者は、通常対価を支払う。シェアリングエコノミーの

利用者が正確に支出額を報告していれば、支出額は把握

できる。例えば、民泊への支出が宿泊費として計上され

ていれば、シェアリングエコノミーの活動が捕捉されて

いることになる。問題は、宿泊費のどの程度が民泊によ

るものかがわからないという点である。

家計を対象にした世帯調査には、「家計調査」、「家計

消費状況調査」、「全国消費実態調査」があり、それぞれ

の役割が違う。まず、それぞれの統計を概観してみよう。

５．１　家計調査

家計調査は家計が支出するほぼ全ての品目を把握して

いるので、シェアリングエコノミーに関連する支出も捉

えられている。

シェアリングエコノミーに関連する支出についてみて

みよう（図表９）。家事代行料をみると、毎年の変動が

大きく長期的な傾向はつかみにくい。被服賃借料は、最

近増加傾向が続いている。従来、被服賃借料は貸衣装業

が主だったが、定額制ファッションレンタルというサー

ビスが作り出された。経済産業省（2017）によれば、株

式会社エアークローゼット、株式会社ストライプインタ

ーナショナル、株式会社 EDIST が中心である。レンタ

カー・カーシェアリング料金は 2015 年度までは増加傾

向にあるが、その後方向感はない。宿泊料についても横

ばい圏内で推移している。これらの支出にはシェアリン

グエコノミーへの支出が含まれているが、どの程度かが

わからない。
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75B レンタカー・カーシェアリング料金【円】
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9.4.1  宿泊料【円】

図表 9　家計調査の動き

（出典）総務省「家計調査」
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図表 10　家計消費状況調査の動き（２人以上世帯）
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（出典）総務省「家計消費状況調査」
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５．２　家計消費状況調査

総務省の「家計消費状況調査」では、購入頻度が少な

いため家計調査では数値が大きく振れる品目について、

より大きなサンプルで調査している。家計調査は継続性

も重視しているが、家計消費状況調査ではより機動的な

対応が可能で、ネットショッピングについても詳細に調

査している。インターネットを通して購入した 21 品目

に関して調査しており、それをグラフにしたものが図表

10 である。対象期間で増加を続けているのは、食料品、

家電、健康食品、音楽・映像ソフト、パソコン用ソフト、

ゲームソフト、電子書籍、ダウンロード版の音楽・映像、

アプリなどである。

調査項目にシェアリングエコノミーに対応したものを

加えれば捕捉は可能だ。ただ、メルカリなどを通じた中

古品の購入がこの中に含まれている可能性もある。新製

品の購入と中古品の購入は分ける必要がある。

５．３　全国消費実態調査

全国消費実態調査は５年の一度の調査である。消費者

の消費支出をくまなく捉えているとすれば、シェアリン

グエコノミーに支出した金額も把握できる。

前回は 2014 年調査で、次回は 2019 年調査となる。

2014 年にはシェアリングエコノミーは普及していなか

ったため、次回調査ではシェアリングエコノミー関連支

出を捉える必要がある。しかし、調査票は家計簿形式で、

支出品目を調査対象者が自由に書き込むため、シェアリ

ングエコノミー関連商品を特定することは難しい。

2014 年でシェアリングエコノミーに関係する数値は

図表 11 のとおり。家事代行料は 1000 億円程度のマーケ

ットだが、スキルのシェアという形のシェアリングエコ

ノミーサービスが増えている。しかし、従来産業かシェ

アリング産業かの違いは次回調査でもわからない可能性

が高い。これまで貸衣装は、冠婚葬祭用に主に高齢者が

利用していたが、定額貸出サービスなどのシェアリング

エコノミーサービスが普及しており、次回調査では大き

く増加する可能性がある。

経済センサスでは、2012 年の自動車賃貸業の売上高

は 4041 億 4500 万円で、矢野経済研究所によれば、2014

年のレンタカーの市場規模は 6350 億円（うち個人向け

が 2350 億円）だ。全国消費実態調査のレンタカー・カ

ーシェアリング料金への年間支払い額は 560 億円で、矢

野経済研究所調査の４分の 1 程度になっている。訪日外

国人向けレンタカーサービスが増えていることも理由に

ありそうだが全国消費実態調査と業界売上高には隔たり

がある。

図表 11　シェアリングエコノミーに関連する支出（2014 年）

番号 540 694 75B 860

品目 家事代行料 被服賃借料
レンタカー ･
カーシェアリ
ング料金

宿 泊 料

1世帯当たり 1ヵ月間の消費額（円） 185 70 90 1,728

全世帯年間消費額 (億円） 1,151 435 560 10,750

（出典） 総務省「全国消費実態調査」。全世帯年間消費額は、2010 年の国勢調査の総世帯数（5184 万 2307 人）に 12 をかけて算出。

５．４　外国人消費動向調査

民泊の主な利用者が外国人旅行者なので、外国人の宿

泊動向を調べる必要がある。観光庁の「外国人消費動向

調査」は、空港で外国人にヒアリングして作られる調査

で毎四半期 7830 サンプルを目標に作成している。宿泊

費については、ホテル、旅館などのカテゴリーで調査さ

れていたが、2017 年 7 － 9 月期から民泊（有償での住

宅宿泊）を明記して統計をとっている。民泊が調査され

ていなかった時は「その他」の部分が増えていたが、そ

の大半が民泊への支出であることがわかった。全回答数

１万件のうち約１割が民泊を使っていることがわかる

（図表 12）。

2018 年 1 － 3 月期の調査では、民泊に相当する有償

での住宅宿泊の回答数は、972 件、１回当たりの消費金

額は 15 万 6000 円、平均泊数は 11.6 泊で、計算上は１

泊当たり 6265 円となった。
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図表 13　宿泊費の統計による違い
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図表 12　有償での住宅宿泊（民泊）の回答数
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（出典）観光庁「外国人消費動向調査」

５．５　家計統計についてのまとめ

家計統計は３種類あり、それぞれ精度が違う。例えば、

宿泊費に関しては数値を比較してみると図表 13 となる。

これをみると単身者世帯に関しては、かなりずれがある

ことがわかる。
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（出典）総務省「家計調査」、総務省「消費状況調査」、総務省「全国消費実態調査」

６．サービスの提供者を捉える統計

シェアリングエコノミーサービスの提供者には、法人

の場合と個人の場合があり、捕捉されている統計が違う

可能性がある。個人の提供分は捕捉できていない。個人

企業については、捕捉されるがサンプルが十分でない可

能性がある。法人分はある程度捕捉できている。

６．１　個人企業経済調査

総務省「個人企業経済調査」は、個人企業の経済活動

を把握するものだ。現行では四半期集計で、「製造業」，「卸

売業，小売業」，「宿泊業，飲食サービス業」に限定して

調査している。宿泊業は調査対象だが、スキルのシェア

（家事代行業など）やモノのシェア（服のシェア）など

対個人サービス業は調査対象になっていない（図表 14）。

ただ、2019 年度から調査の方法を大幅に変更する予

定だ（図表 15）。調査対象が全産業になり、サンプル数を

10 倍に増やす代わりに四半期統計から年次統計となる。

新しい調査でシェアリングエコノミーに関する業種が

特記されれば、シェアリングエコノミーの活動が把握で

きるようになる。そのためには、どのような業態がシェア

リングエコノミーかという定義を明確にする必要がある。

図表 14　個人企業経済調査が対象とする事業者数

（単位：万事業所）

民営事業所数（合計542万事業所）

個人経営
（個人企業調査の
対象でない産業）, 
92, 17%

個人経営
（個人企業調査の対象）, 
128, 24%

法人など, 322, 59%

（出典） 総務省「個人企業経済調査（構造編）」平成 28 年結果、結果の要約より。総務省統計局「平成 24 年経済センサス－活

動調査結果」
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厚生労働省（2017）では、2015 年の民泊の数を許可

物件 2505 件、無許可物件 4624 件の計 7129 件としている。

個人事業主は経済センサスで捉えられているだけで約

220 万件であり、サンプル数が 3 万 7000 件に増えた後、

民泊事業者のサンプル数は単純計算で 120（= 3 万 7000

× 7129/220 万）件となる。ただ、実際には事業所母集

団データベースから作成した母集団名簿に基づき、都道

府県別・売上高階級別・産業別に層を設け、各層から標

本を抽出する予定で、シェアリングエコノミーのサービ

ス提供企業、プラットフォーム企業がどの程度捉えられ

るのかは現段階ではわからない。

６．２　法人企業統計調査

サービスの提供者が法人の場合は、法人企業統計調査

で捉えられる。業種でシェアリングエコノミー企業を特

掲できれば、動向が把握できる。

６．３　業界データの活用

シェアリングエコノミーのプラットフォーム企業の業

界データの活用が考えられる。シェアリングエコノミー

のサービスでは、サービスを提供する企業がプラットフ

ォーム企業に支払う手数料は 10％など定率の場合が多

い。定率であれば、プラットフォーム企業が把握する手

数料の売上高が把握できれば、サービス提供企業の売上

高も把握できる。業界全体の売上高を公表すれば、個々

の企業にとっても業界全体にとっても利用価値が高い。

６．４　税務データの活用

現状では、個人の副収入を捉える統計はない。利用で

きるとすれば、個人の所得税のうち副収入にあたる部分

を把握することである。イギリスでは、歳入関税庁（Her 

Majesty's Revenue and Customs）の自己申告納税データの

活用を検討中だ（ONS 2017）。

一方、フランスでは、2020 年にプラットフォーム企

業に対し、サービス提供事業者の名簿を提出させる予定

だ（政府税制調査会 2017）。プラットフォーム企業側か

らサービスを提供する個人を特定しようという構想だ。

政府のリソースの活用という意味では日本でも税務デ

ータの活用が課題となる。

図表 15　個人企業経済調査の変更内容について

従来調査 新調査

周　　期 四半期 暦年

業　　種

「製造業」，「卸売業，小売業」，「宿泊業，飲食サ

ービス業」、「サービス業」の一部（情報サービ

ス業は含まれない）

全業種

調査項目 売上高、仕入れ高、経費等 変わらず

サンプル数 3700 3 万 7000
（出典）統計委員会 (2017)
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７．プラットフォーム企業を捉える統計

シェアリングエコノミーでは、インターネットの活用

が前提であり、プラットフォーム企業の多くはインター

ネット付随産業に属すると考えられる。

プラットフォーム企業の場合は、理論的には、事業所

母集団データベースで把握されていると考えられる。し

かし、現実にはインターネット企業がデータベースに登

録されていない可能性が指摘されている。

７．１　産業分類と生産物分類

現在の日本標準産業分類（2013 年改定）には、プラ

ットフォーム企業を別掲して取り出しているわけではな

く、多くはポータルサイト・サーバー運営業に含まれる

と考えられる（図表 16）。現状では、ブログサービスや

SNS（ソーシャルネットワーキングサービス）も想定さ

れていない。シェアリングエコノミーサービスの別掲が

望まれる。

現在日本には、サービス業の生産物分類（商品分類）

がない。SUT（供給使用表）を作るためには生産物分類

の作成が必要で、2018 年度末までに作成される見通し

だ。プラットフォーム企業のサービスが一つの項目にな

れば、プラットフォーム企業の活動は把握しやすくなる。

図表 16　インターネット付随サービス業の内訳

日本標準産業分類 総務省・経済産業省

「情報通信業基本調

査」

経済産業省「特定サ

ービス産業動態統計

調査」
大分類

コード

中分類

コード

小分類

コード

細分類

コード
項目 具体例

情報通信業

G

情報サービス業

40

インターネット附随サービス業

401

インターネット附随サービス業（本社機能など以外）

4011
ポータルサイト・サ

ーバ運営業

ウェブ情報検索サー

ビス業

ウェブ情報検索サー

ビス業

サイト運営業務 

電子掲示板・ブログ

サービス・ＳＮＳ運

営業

インターネット・シ

ョッピング・サイト

運営業

インターネット・シ

ョッピング・サイト

運営業及びインター

ネット・オークショ

ン・サイト運営業

インターネット・オ

ークション・サイト

運営業

4012
アプリケーション・

サービス・コンテン

ツ・プロバイダ

ＡＳＰ（アプリケー

ション・サービス・

プロバイダ）
ウェブコンテンツ配

信業

ＡＳＰ業務（ソフト

ウェア開発を除く）

ウェブ・コンテンツ

提供業（電気通信役

務利用放送に該当し

ないもの）

コンテンツ配信業務

4013
インターネット利用

サポート業

電子認証業 電子認証業
セキュリティサービ

ス業務

情報ネットワーク・

セキュリティ・サー

ビス業

情報ネットワーク・

セキュリティ・サー

ビス業

課金・決済代行業 課金・決済代行業務

クラウドコンピュー

ティングサービス

サーバーハウジン

グ・ホスティング業

務

サーバ管理受託業

（出典）総務省政策統括官（統計基準担当）「日本標準産業分類」など
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７．２　情報通信業基本調査

「情報通信業基本調査」では、インターネット付随サ

ービス業を更に細かく分類し、企業数、売上高、広告費

などを調査している（図表 17）。シェアリングエコノミ

ー企業の多くは、インターネット・ショッピング・サイ

ト運営業及びインターネット・オークション・サイト運

営業に含まれると考えられる。これらの分類を更に細か

くして「シェアリングエコノミー企業」を作ることはで

きる。

0 2000 4000 6000 8000 10000

ウェブ情報検索サービス業

※インターネット・ショッピング・サイト運営業及び
　 インターネット・オークション・サイト運営業

電子掲示板・ブログサービス・ＳＮＳ運営業

ウェブコンテンツ配信業

うちＩＰＴＶサービスによる収入

クラウドコンピューティングサービス

電子認証業

情報ネットワーク・セキュリティ・サービス業

課金・決済代行業

サーバ管理受託業

その他のインターネット附随サービス

（億円）
図表 17　インターネット付随サービス業の業種別売上高

（出典） 総務省「情報通信業基本調査」、インターネット・ショッピング・サイト運営業及びインター

ネット・オークション・サイト運営業。

図表 18　サイト運営業務売上高
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（出典）経済産業省「特定サービス産業動態統計調査」

７．３　特定サービス産業動態統計調査

特定サービス産業動態統計調査では、インターネット

附随産業を以下の業務に分けて把握している。上記「情

報通信業基本調査」とは異なる区分で捉えている（図表

16）。サイト運営業務の売上高は増加傾向にある（図表

18）。総務省及び経済産業省両省で同一のカテゴリーで

調査をした方が、調査企業も利用者も利便性が高まるた

め統一が望まれる。
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７．４　サービス産業動向調査

総務省「サービス産業動向調査」は月次でサービス産

業を捉える調査である。日本標準分類による業種分類で

売上高を発表しているが、もっとも細かい業種でもイン

ターネット附随サービス業でその内訳はない。現状では

同統計でシェアリングエコノミーを把握するのは困難だ。

この調査では、日本標準産業分類に基づいた調査を行っ

ているので、この原則に従うなら日本標準産業分類の変

更が前提となる。

8．おわりに

シェアリングエコノミーを SNA に採り入れるために、

一次統計をどのように整備するかを考察した。シェアリ

ングエコノミーは、今後拡大が見込まれる分野であり、

GDP に比して看過できない規模になる可能性が高い。

需要側の統計では、既に捉えられている部分が多いが、

シェアリングエコノミー支出の特記や中古品売買か否か

の明示などが望まれる。

個人のサービス提供部分は捕捉が難しいが、税務統計

などを活用して把握の可能性を探る必要がある。

企業統計や個人企業統計では、仕組み上はシェアリン

グエコノミーを把握できるはずである。しかし、捕捉漏れ

の企業を把握していくほか、適切な業種分類を行ってシ

ェアリングエコノミーの規模を正しく測る努力が必要だ。

本稿では海外との取引については考察していないが、

経済への影響という意味では重要な部分である。海外企

業の影響については今後の課題としたい。

BOX　民泊の市場規模

観光庁「宿泊旅行統計調査」では、毎月の延べ宿泊者

数がわかり、内訳として外国人の延べ宿泊者数もわかる。

調査対象は、ホテル、旅館、簡易宿所、会社・団体の宿

泊所などだ。簡易宿所とは、「宿泊する場所が主として

多数人で共用する構造及び設備であって宿泊等を一般公

衆に提供する営利的な事業所をいう。」と定義され、ベ

ッドハウス、小屋、カプセルホテル、民宿（簡易宿所に

該当するもの）などが挙げられている。しかし、住宅を

宿泊施設として使う民泊は調査対象に入っていなかった

可能性が高い。

外国人延べ宿泊者数が 2016 年以降頭打ちになってい

る一方で、日本政府観光局（JINTO）の「訪日外国人旅

行者統計」によると、訪日外国人数は順調に増えている

（図表 19）。訪日外国人数が増えても、一人当たり平均

宿泊日数が減れば延べ宿泊日数の低下は説明できるが、

観光庁「外国人消費動向調査」によると、2013 年度か

ら 2017 年度までの平均宿泊日数（観光・レジャー、単位：

日）は、5.9、6.1、5.9、6.0、5.8 で低下傾向は見られない。

かい離の原因が、民泊とクルーズ船への宿泊が増えた

ことで、それが統計に捕捉されていなかったとすると説

明がつく。

図表 19　宿泊数と訪日外国人数とがかい離
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（出典）観光庁「宿泊旅行統計調査」、日本政府観光局「訪日外国人旅行者統計」
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そこで、訪日外国人数と外国人延べ宿泊者数には一定

の関係があったが、民泊の出現で両統計にかい離が生じ

たと仮定した。

以下の式にについてステップワイズチャウテストを行

い、帰無仮説に対する F 値が最も高くなる点を探した。

 （訪日外国人延べ宿泊者数　対数）＝α＋β（訪日外

国人数　対数）＋（誤差）

その結果、2015 年 3 月が構造変化のあった月として

最も可能性が高いことがわかった。

次に、被説明変数を外国人延べ宿泊日数（対数）、説

明変数を訪日外国人数（対数）、東日本震災ダミー変数

で推計した。東日本大震災直後に訪日外国人数が急減し

たため、2011 年 3 月と 2011 年 4 月を 1 とするダミー変

数を説明変数とした。推計期間は、2011 年 1 月から

2015 年 3 月までとした。

図表 20　外国人延べ宿泊日数の推計結果

被説明変数：外国人延べ宿泊日数（対数）

最小二乗法

2011 年 1 月から 2015 年 3 月まで

変数 係数 標準誤差 t 値 p 値

定数項 -0.42 0.335 -1.3 0.217
訪日外国人数（対数） 1.12 0.025 45.3 0.000
東日本大震災ダミー (2011 年３月） -0.47 0.060 -7.9 0.000
東日本大震災ダミー (2011 年 4 月 ) -0.22 0.058 -3.8 0.000

決定係数 0.986
自由度修正済み決定係数 0.985
ダービン・ワトソン比 2.314

図表 21　民泊、クルーズ船の延べ宿泊者数の推計

295

1,600

2,605

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2015 2016 2017
（年）

（延べ万泊）

推計の結果、どの説明変数も有意となり、自由度修正

済み決定係数も 0.985 と高い（図表 20）。2015 年 3 月以

降の訪日外国人と外国人延べ宿泊者数のかい離分をクル

ーズ船泊と民泊分と考えると、上記推計式とのかい離分

が計算できる。

その結果 2015 年度延べ 295 万泊、2016 年度延べ 1600

万泊、2017 年度延べ 2605 万泊となった（図表 21）。推

計結果は幅を持ってみる必要があるが、急激な勢いで新

たな宿泊形態が浸透していることがうかがえる。平均宿

泊単価を１万円とすると、2015 年度 295 億円、2016 年

度 1600 億円、2017 年度 2605 億円となる。
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デジタルエコノミーの興隆によってもたらされる

国民経済計算・経済統計における捕捉方法の進化 1

立教大学経済学部准教授

　　櫻本　健

1 本稿は筆者が所属する組織や内閣府による見解を表すものではなく、筆者による個人的な主張に基づく。よって、起こり得る誤りは全

て筆者に帰する。本稿は 2017 年度三菱総合研究所に委託されたシェアリングエコノミー研究会の成果を受けてまとめるものである。

研究所の方々を一人一人列挙まではしないが、研究会活動を通じて貴重な機会をいただき、折に触れて貴重な意見をくださり、本稿寄

稿の機会もいただいたことを感謝する。

（要旨）

本稿は、内閣府経済社会総合研究所が 2017 年度に三

菱総合研究所に委託して取りまとめた研究会に基づいて

執筆している。シェアリングエコノミーも含めてデジタ

ルエコノミー産業の台頭を受けて、研究会では、産業の

特質をヒヤリングで調査し、分野としてどういう特徴が

あるのか、そして経済統計において捕捉技術の向上の手

段を検討した。テーマの一つは、GDP を中心とした

SNA 分野への影響であった。本稿は研究会を代表する

ものではなく、SNA 分野から見た議論について個人的

に補足する目的でまとめたものである。

結論からいうと、SNA 分野でのこの問題への対処は、

ごくシンプルなもので、GDP の定義や SNA の概念は既

に明確なので、それを変える方向には進みようがない。

一方で、デジタルエコノミー産業が台頭すると、グロー

バリゼーションの問題に輪を掛けて複雑化させるほか、

指標としてこれまでの豊かさの基準を再検討していかな

いといけない。また、GDP や産出といった統計の捕捉

技術が不足することは確かに生じるため、そうした問題

への対処として各国による統治権の縦割りを超えた、連

携・協調の動きが大規模に生じ、次期 SNA 以降も議論

が続いて、いくつかの方向性に収斂されていくとみられ

る。

JEL　Classification Number: E01,E10, F62

キーワード : デジタルエコノミー、シェアリングエコノ

ミー、SNA

はじめに

2017 年度に内閣府経済社会総合研究所が研究会を開

き、GDP との関係でシェアリングエコノミーに関する

検討を進めた。シェアリングエコノミーは、ICT 技術を

通じて何かをシェアするというサービスを提供・仲介す

る分野のことを指している。多くの場合、個人間取引も

仲介する。しかし、何を指しているのかわからないとい

う、あまりにも曖昧な対象領域であるため、筆者自身は、

むしろ幅広いサービスを示す、「デジタルエコノミー」

の方が用語として残ると予想する。国民経済計算（SNA）

専門分野での用語も多くの場合、デジタルエコノミーが

使用されている。本稿では、基本的に定義は曖昧なまま

デジタルエコノミーを使用し、日本のメディア報道に関

する議論に限定してシェアリングエコノミーを使用する。

近年世界的に Uber や Airbnb が世界的に広がり、日本

でもシェアリングエコノミー企業のサービスが大きく伸

長してきた。内閣府経済社会総合研究所は、この分野に

対して研究会で検討を進めてきた。報告書の概要は、三

菱総合研究所への委託を経て内閣府経済社会総合研究所

（2018）として公表された。基本的にサービスの実態を

明らかにし、次に経済統計で捕捉されていないものがあ

れば、（特に産出、付加価値といった）計上対象を見極

めることが当初の目的であった。多くのメディア報道は、

GDP の捕捉漏れ問題だと伝えてきた。

国民経済計算（System of National accounts, 以下 SNA）

分野での国際的な議論の流れ、報告書の内容、日本での

報道には相当な温度差がある印象を受ける。どうしても

官庁が書く報告書は慎重なため、読み手に重要なポイン

トを伝えるのがやや難しい印象を与える。一方、メディ

アの報道は単純化しすぎて正確さに欠けている印象を受

ける。いずれも、本来理解すべきポイントがずれていて

当事者としてやや当惑せざるをえない。特に日本のメデ

ィアが気にしている GDP の計上漏れ問題は、国際的に

は生産や GDP の定義には影響しないとみられる一方で、

捕捉技術の不足が指摘されるようになってきている。国

際的にもこの報告書の分野周辺で、統計研究者たちの活

発な研究がおこなわれていることは事実なので、メディ

アが報道すべき学問的なポイントと実態がずれているの

［内閣府経済社会総合研究所「季刊国民経済計算」第 164 号　2018 年］
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は確かだ。そこで、本稿は報告書作成に携わった関係者

の一人として、報告書の学問的なポイントをサーベイを

行いながら簡単に解説することにしたい。なお、後述す

るように対象が明確でないため、専門的な論文としてき

ちんと対象に向き合うことが難しい側面がある。しかし、

対象を明確化する以前でも重要な萌芽を見極めるという

のがこの分野の研究となる。内閣府経済社会総合研究所

（2018）と本稿の解説を参考にいただくことで、もう少

し深い論点をみられればと考える。

以降Ⅰ節では、シェアリングエコノミーとは何か、Ⅱ

節では、シェアリングエコノミーが内包されるデジタル

エコノミーの重要性について取り上げる。GDP や生産

境界は現状で既に定義が明確なので、定義上変更すべき

課題は少ないが、捕捉実務上の細かい問題は多様に生じ

得る。Ⅲ節、Ⅳ節とデジタルエコノミー時代の GDP の

概念と捕捉漏れの問題をグローバリゼーションとの関係

で取り上げ、捕捉技術の向上に向けた方向性をⅤ節で検

討する。最後にまとめに代えて次期 SNA に向けた検討

の方向性を検討する。

Ⅰ　シェアリングエコノミーとは何か

シェアリングエコノミーはデジタルエコノミー分野の

一部で、ICT を利用して何かを他者とシェアする活動を

指す。シェアリングエコノミーについて内閣府経済社会

総合研究所（2018）は、情報通信総研が 2016 年度に行

った研究や試算に基づいて、スペース、移動、モノ、ス

キル、カネの５つに分類にまとめた。元々アメリカの

IT 企業大手の Google、Facebook、Amazon といった企業

のサービスに加えて、何かをシェアする IT サービスが

近年大きく広がりつつあった。シェアリングエコノミー

分野の中核は Uber と Airbnb ２社のサービスで代表され

るため、国際的討論でもしばしば Uber、Airbnb に対す

る問題と認識される傾向にある。しかしながら、２社以

外にも日本でも、メルカリ、ココナラ、百戦錬磨、

Times カーといった様々な業態は急速に広がりつつあり、

実態は多様な対象となっている。民泊に限定しても、

Expedia や旅行企業も手掛けるようになってきている。

「何かをシェアする」ということだけでは定義が曖昧過

ぎる問題がある。業態変化も著しいため、恐らくシェア

リングエコノミーという用語は、日本でも次第に消えて

いくか、かなり限定的な意味で使用される用語になると

予想される。デジタルエコノミーは、E コマースといっ

た IT 分野全般が入るため、元々分野が大きく、シェア

リングエコノミーよりも範囲が広い。また定義もシェア

リングエコノミーよりは明確である。そのため、統計作

成分野でもより広い範囲をカバーするデジタルエコノミ

ーが分野の用語として定着するとみられる。シェアリン

グエコノミーを議論する場合でも、できるだけ「デジタ

ルエコノミー」という用語を使用する方がより一般的と

なるであろう。

デジタルエコノミーは、ICT 技術の発展過程の一つの

通過点に差し掛かっており、今後ビッグデータや AI を

活用して、産業全体にサービスが広がり、社会的にも多

様でより重要となるとみられている。アメリカ商務省経

済分析局（BEA）は最近積極的にデジタルエコノミー分

野の研究を行うようになった。これは IT 企業による無

償サービスが社会に広がり、実質的な豊かさが増してい

るという認識が経済学者の間に広がってきた一方で、既

存の経済統計でそうした分野を適切に捕捉できないとい

う問題を受けた措置である。Barefoot et al, （2018）によ

ると、アメリカにおけるデジタルエコノミー産業の内訳

は、サポートサービス 30.0％、テレコミュニケーション

26.5％、ソフトウェア 21.4％、e コマース・デジタルメ

ディア 11.3％、ハードウェア 10.9％となっている。つま

り、デジタルエコノミーの定義も今までなかったが、

BEA の研究成果によって一応 IT サービスの位置づけが

整理されたことになる。

しかし、同論文は独自の情報を集められていないとい

うことと、分類は結局既存のものを再格付けして、デジ

タルエコノミー産業を創設したということなので、まだ

国際比較するような段階からは遠い状況である。そうし

たことを考えると当面は、確固とした情報源を元に明確

な定義を確立するところが重要な争点となろう。

Ribarsky and Ahmad（2018）は不十分ながらも、そうし

た方向性を目指した取り組みではないかと思われる。

Ⅱ　デジタルエコノミーの重要性

デジタルエコノミー分野の国際的な議論に本格的に火

が付いたのは、直接的には Ahmad and Schreyer （2016）

と Bean（2016）、つまり通称ビーンレポートの２つがき

っかけである。これらの研究によって、広範囲の専門家

にデジタルエコノミー分野の重要性が幅広く認知され、

各国で競うように捕捉方法が試行錯誤されるようになっ

てきた。ただ、デジタルエコノミー分野の重要性は、本

質的にはもっと根が深い議論に基づいている。

デジタルエコノミーの重要性を説明するためには、デ

ジタルエコノミー時代とそれ以前との違いを解き明かす

必要がある。国民経済計算分野から見て、デジタルエコ
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ノミーが注目される背景は、元々近代化以後、徐々に進

んできた経済のサービス化、グローバリゼーション（こ

の場合国境を越えた人の往来と取引の活発化）が進んで

きたが、それがある一定レベルを超えて、把握不可能な

活動域に達しつつあるという分野の専門家全体の危機感

があるように思われる。

経済のサービス化、サービスの見えにくさといった特

徴は、近代化以前からも観察されてきた昔からの問題で

ある。経済のサービス化は、経済統計学者たちが直面さ

せられている一方で、経済学者たちからは長年軽視され

てきた。そのサービスに人類が頼るようになってきてい

る。元々の経緯は経済学成り立ちにまで遡る。経済学の

父アダム・スミスは国富論の中で、サービスに対する付

加価値を認めてこなかった。その後、マーシャルがサー

ビスの役割を経済学に取り入れたが 3、ミクロ経済学や経

済学の多くの分野で依然として、サービスの概念をうま

く扱えないまま今日を迎えている。経済統計学（経済統

計の捕捉実務の分野）では、ピーター・ヒルらの研究に

よって生産の境界、体系の境界が形成され、生産統計や

SNA でサービスをうまく取り扱えるようになった 4。例

えば、経済学では依然として財サービス両方で、数量と

価格に分解して均衡を捉えるのに対し、経済統計学では

金融産出のように、サービスについて必ずしも数量と価

格に分解できないことを想定して均衡を捉えている。経

済学で、サービスを丁寧に扱えない問題は意外にも大き

い。例えば、経済学では、いずれのテキストでも財サー

ビス、生産をきちんと定義できないのに、それらの概念

を使用した、大まかな議論を進めるのに対し、経済統計

学では財サービスと生産を定義することができる。根っ

こにある考え方の違いは大変大きい。

以上の議論があるからといって、経済統計学がサービ

スを捉えるための原理原則を十分に備えているのかとい

うと、難しい時代に入ってきている。これまでは、SNA

マニュアルなどを通じてかろうじて対処はできてきた。

しかし、今日広がろうとしているデジタルエコノミーを

通じたサービスの複雑化に対して、これまでの原理原則

だけでは対処が難しいことを示す事例が相次いで報告さ

れるようになってきている。

経済のサービス化やグローバリゼーションは、OECD

や Eurostat が主導して対処方法を暫定的に決めてきた。

SNA マニュアルに追加するグローバリゼーションハン

3 国民経済計算の伝統的議論についてダイアン・コイル（2015）を参照した。それによると、アダム・スミスが国富論で考えていたのは

財の生産活動だけで、サービスには価値が無いとしていた。サービスの産出が経済学で価値を生むと認識されるようになったのは、マ

ーシャルの『経済学原理』の頃からであった。
4 ここは、Hill（1979）及び Sakuma（2013）による整理に基づいている。

ドブック（UNECE (2012)）やグローバル生産ハンドブ

ック（UNECE (2017)）は 2008SNA 形成後、急速に進む

サービスの複雑化に暫定的に対処した専門的アドバイス

であった。ところが、既に現実世界のサービスの複雑化

は、このような対処では難しいことを示してきている。

例えば、Google のサービスは、現在の経済統計では

うまく測れないことが知られている。Google は、フリ

ーで多くのサービスを消費者に提供し、広告で収益を得

ている。例えば、これまでは新聞を利用しなければ得ら

れなかった情報が、インターネット上のフリーのサービ

スを通じて情報が得られるようになり、新聞が利用され

なくなる。これまで車を保有してきたにも関わらずシェ

アリングカーが広がるようになれば車の所有が減って、

より割安なシェアサービスが広がるようになる。有料サ

ービスの割安化、フリー化が一層進むようになる。

Windows の Office と違って、Google の Office 代替ソフ

トは誰でもフリーで利用できる。これまでと違って

Google 翻訳の精度も上がり、有料翻訳市場を少し浸食

するようになってきている。特に西洋同士の文化間の差

が小さいケースでは、自動翻訳技術が浸透してきている。

AI が安価に広範囲に利用されるようになれば、幅広い

業務を代替し、広大な範囲のサービスが、より割安にな

ったり、フリーで利用できるようになるはずだ。代替サ

ービスであったとしても①個人や事業者から手数料を徴

収し、②広告サービスを無償で提供し、③情報を集めて

匿名化して販売するといったサービスも提供することは

あり得るだろう。全体的な潮流として、シェアリングサ

ービスの浸透は、価格面で割安の方向性に進む可能性が

高いとみられている。つまり、広告業がこれまで以上に

広範囲に広がると予想されている。

広告サービスの無償提供は、経済的な取引ではないた

め GDP に計上されない。GDP では、測れない分野が急

速に広がろうとしているということを示している。現代

社会がこうした捉えどころのないシェアリングサービス

により依存するようになり、GDP では測れない水面下

の重要な経済活動が広がろうとしている。Airbnb や Uber

の活動は世界にとって、決して無視できない規模に達し

ている。そのため近年では GDP ではなく、消費者余剰

によってシェアリングエコノミー企業の重要性を訴える

意見も示されることもある。

Google に話を戻すと、Google は実際に社会に提供し
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ている便益と収益を得ている広告サービスが全く異なっ

ている。この事例では、デジタルエコノミー分野の恩恵

は、間違いなく人類の豊かさにつながっているが、恩恵

を豊かさとして捕捉することはできていない。例えば、

開発経済学でこうした Google をはじめとするフリーの

サービスを利用できるようになっていることから、アフ

リカが以前ほど貧しくなくなってきていることが知られ

ている。だが、こうした便益は GDP でわからないだけ

でなく、既存の豊かさの指標ではうまく測ることができ

ない。広告サービスの無償提供は付加価値を生んでいな

いので、GDP では便益を測れないのである。Google の

便益は、幸福度・経済厚生・人間開発指標などでもうま

く捉えられないのである。

こうした IT サービスは、既に 2000 年以降に登場して

いたが、近年はこうしたサービスが国境を超えるだけで

なく、非常に複雑な企業組織を伴うようになり、経済統

計では対象をうまく捉えにくくなってきた。IT 系だけ

でなく、多国籍企業は特別目的事業体（Special Purpose 

Entity, SPE）を世界中で活用するようになっている。そ

うした動きに加えて、シェアサービスが広がってきた。

部分的にはサービスを捕捉できるかもしれないが、もは

や捕捉すべき対象が複雑で、全容はわからない事業体や

サービスが社会に広がり、それらが社会で重要性を増し

てきている。特に従来あまり見られなかった、C to B, C 

to C といった取引形態の規模が大きくなろうとしている。

こうした取引はそもそも税制を除けば、きちんと所管や

管理制度がなかったり、統計制度の対象になってこなか

ったために捕捉が難しい。各国が互いの統治権で得られ

る情報を持ち寄り、国際機関を通じて捕捉力を強化する

必要が出ている。近年のデジタルエコノミー企業の登場

によって、国民経済計算分野の捕捉力の強化が真剣に問

われるようになってきた。

ICT 技術の進歩によって、グローバル生産が一般的に

みられるようになってきた。例えば、民泊の仲介をして

いる Airbnb のシステム上の仲介業務は、あくまでもア

イルランドで行っている 5。デジタルエコノミー分野をグ

ローバリゼーション分野のマニュアル上の整理は明確だ

5　Airbnb に限らず多国籍企業の場合、国内旅行サービスは資格が必要で、消費税の納税義務もあるため、恐らく税務署の問い合わせには

手数料を国内取引として計上するようにしているはずである。一方で統計作成部局を警戒して、統計調査には海外取引と回答するケー

スもあるとみられる。本来は国際的にビジネスレジスターを統合するか、統計作成部局間の連携によって諸外国の SPE といった導管

を管理し、導管を母体企業・事業所と統合する扱いにしなければならないが、日本の統計作成部局はまだ国際ルールに対応できていな

いとみられる。
6　ここはアイルランドが 2015 年 GDP を 2016 年に 7.8％から 26.3％に改定した、いわゆるアイルランド問題のことを指している。詳しく

は 2016 年 7 月 16 日の The Economist の記事や Lobin Lynch 氏による 2017 年 Income and Wealth（IARIW）Volume63, Issues2 に掲載した

論文（Robin Lynch and Bent Thage “Maintaining the National Accounts as Official Statistics”）など一連の著作を参照願いたい。櫻本（2018）
にも経緯がまとまっている。

が、両者を結び付けた議論はこれまで行われてきていな

いため、そこには議論すべき余地があるかもしれない。

国境を越えた生産と人の往来が急速に増える中で、多

国籍企業は、技術蓄積がある地域で高度な製品を生産し、

従業者が有能で賃金が安い地域で組み立て、大消費地に

運び、税率が安い国で申告し、管理に向いた国で全体を

マネージするという傾向が一層強まっている。このこと

は地域概念を重視する、SNA において正確な記録がで

きないという大きな問題が生じている。特に、法人税率

が低いタックスヘイブンやアイルランドといった地域の

GDP は、元々小さいため、多国籍企業の報告に応じて

GDP が数十％変動してしまうことは生じており、企業

事業所の報告をうのみにせず、実態に合わせた統計の記

録を多国間で工夫していくことが必然的に求められてい

る 6。

国民経済計算周辺の分野において、端的にはデジタル

エコノミーの重要性は２点に分かれる。経済統計や

SNA において捕捉力を強化していく必要があること、

そして既存の経済統計で測れない豊かさの程度を再検討

すべきだということである。

Ⅲ　デジタルエコノミー時代のGDPの概念

デジタルエコノミーの登場によって、GDP の捕捉漏

れの問題が経済学者、エコノミスト、メディアによって

盛んに取り上げられるようになってきた。ただ、日本の

主要な議論は国際的にみると、部分的には取るに足りな

い誤解に基づいたガラパゴスな論調にも影響されている。

結論からいうと、第一に、デジタルエコノミー産業の

急激な発展に対して、国民経済計算分野で GDP の定義

を見直すという方向での議論が進む見通しは全くない。

第二に、GDP や経済統計の捕捉方法についても、ごく

微修正のレベルの対応にとどまっており、各国共にビジ

ネスレジスターを国際的に統合していく方向が望まれつ

つも、これまでと大きく変わるとはみられていない。第

三に、既存の経済統計での対処に限りがある一方で、IT

技術、デジタルエコノミー分野の発展に伴って、人類は
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確かに何らかの便益を受けるようになっており、豊かさ

の程度を何らかの方法で計測していくことが検討される

必要があるということである。ただし、その場合も人間

開発指標といった既存の豊かさの指標を大幅に変えると

いう議論に発展することは考えにくい。

第一の点について、GDP の定義は明確で、変更しよ

うがないということは専門家間で共有されている。生産

の境界のうち、第三者基準には変更の余地がない。体系

の境界は実務上の捕捉しやすさに依存しているため、境

界に絶対的な基準がないという曖昧さがあるかもしれな

いが、計上し難いものを無理に計上するということは行

わない。SNA の世界でも、A 経済活動として無視でき

ない重要な活動と B 計上しやすい活動の重複部分を捕

捉すべきだという国際的な方向性となっている。A と B

の重複点を追うべきという考えは、SNA 特有のもので

把握するので、経済学時代から引き継いだ規則である。

これらは SNA の境界を定める際に、ISWGNA という

SNA のワーキンググループと専門アドバイザーグルー

プ（AEG）との共同作業で保証されている。

A と B という上記の考えは、68SNA 時代から長年変

えられてきていないが、これまで経済学者やエコノミス

トの強い要望に妥協を重ねて 2008SNA までに金融産出

（FISIM）や研究開発といった経済活動を計上した結果、

GDP が実態を反映しにくくなったという 68SNA 寄りの

実務者たちの反省がある。例えば、幽霊が実在する科学

的根拠が示され、経済活動において無視できない影響力

を持っているとしよう。A だけを重視して生産や GDP

に計上することを決めたとしても、客観的で数量的に A

を計測する技術が無ければ、経済統計の正確性が失われ

てしまう。近年シェアリングエコノミーの GDP におけ

る捕捉漏れを指摘する声が多く聞くが、この幽霊の経済

活動を全て計上すべきだという意見と論理は変わらない。

A をやみくもに計上することは、GDP をサイコロを

振って決めるようなものだ。推計方法を国際的に合意し

た金融産出や研究開発でさえ、それらの付加価値がファ

ンダメンタルズを示しているとは誰からも思われてない

のである。非合法活動分野の産出や GDP も正確な推計

が特に難しい分野で知られている。

各国分担金の平等な負担問題に解決を迫られて、そう

した非合法活動をやむを得ず計上している欧州諸国を除

いて、主要国でデジタルエコノミーを通じた違法な活動

の多くや個人間のわずかな取引を産出や GDP に計上す

7　シェアリングサービスは主要国のみならず、途上国の人々にも恩恵を与えている。フリーサービスが有料サービスに代われば、その分

満足度を変えずに可処分所得を増加させるのと同じ効果を持つ。

る動きは起こりそうもない。導入しても根拠はないから、

数量的根拠に乏しい推計しか成り立たない。統計作成部

局は、お告げを知らせる機関ではないのである。

むしろ問題は、経済全体のサービス化が年々進み、ま

た知的作業の多くが高度化するのに伴って、統計実務と

して捕捉しにくくなっているということである。シェア

リングサービスの多くはフリーで利用できる代わりに、

広告を提示してそれで収益を得ている。あるいは、ビジ

ネスで得られたデータを販売しているかもしれない。

GDP は広告サービスの無償提供について付加価値を計

上しないため、このような活動が広がったところで

GDP には貢献しない。今まで CD を通じて音楽を購入

していた人々が有料サービスを利用しなくなり、無料サ

ービスを利用して満足するようになれば、音楽家にとっ

ては収入が減り、問題にさらされることにはなるだろう。

また同じようなことは、幅広く起きている。今まで新聞

を購入していた人が無料のニュースサービスを利用する

ことで満足し、新聞を購入しなくなるといったことであ

る。車もシェアリングカーを利用することで、自己保有

しなくなるといったことは起きている。これらは、GDP

や経済統計からすると重要ではないのだが、我々が年々

選択肢が増えて豊かになっているということを経済統計

では把握できないため、選択肢が増えて豊かになったと

いう程度を捕捉できていないという問題は起こっている。

主要国や途上国においても生産性が上昇し、豊かになる

程度を測ることができないという問題は出てきている 7。

GDP の計上漏れの問題は次節で取り上げる。

Ⅳ　GDPと捕捉漏れ問題

知的により高度なサービスが増えるにしたがって、デ

ジタルエコノミー分野は既存の経済統計では一層捕捉し

にくくなってきている。最近デジタルエコノミー分野に

対して、多くの研究が提示されるようになった。GDP

統計としては、既に概念上の整理はついていて、捕捉し

にくいものを実務的にどうやって捕捉するかという問題

は存在するが、新分野の創出に対して新たにやるべきこ

とは多くない。取引の形態として経済統計で主に捕捉し

てきた B to B や B to C に加えて、活性化する C to C が

課題となる。ただし、メルカリやヤフオクといったサー

ビスが個人取引を活性化させてきているとはいっても現

状で大きい金額ではない。今後も取引金額が伸びるとみ



－ 44 －

「季刊国民経済計算」第 164 号

られるが、大規模な捕捉漏れを警戒するほど大きな問題

とはならない。個人間取引は、以前よりも活発ではある

のだが、大部分が非合法取引となる、捕捉するには金額

が小さい、といったものも存在し、経済全体から見て大

きな金額にはならないとみられている。民泊事業といっ

た比較的大きな事業でもヒヤリングでは外注先で大規模

化が進んでおり、既に経済統計でおおむね捕捉されてき

ていることが確認された。将来的にもシェアリングエコ

ノミー分野の規模が大きくなるかもしれないが、SNA

や経済統計としての捕捉に深刻な脅威を与えるには至ら

ないとみられている。

内閣府経済社会総合研究所（2018）に関連して、日経

新聞がスクープを 2018 年 7 月 23 日に載せた際に GDP

が１千億レベルで増加することを報じた。研究会の際に

この点も議論になったのであるが、GDP の計上漏れが

どの程度生じるのか、関係者間で意見が割れた。個人的

には産出額や GDP に対する計上漏れはあったとしても、

無視し得るほど小さい可能性があると考える。その理由

として、第一に、今回シェアリングエコノミーについて

対象を曖昧にしたままにしているため、計上漏れと二重

計上の個所を調整すると相殺してなくなる可能性が小さ

くないと認識している。第二に、日本で未申告が許容さ

れる雑所得の範囲の金額や非合法取引に該当するかもし

れない。前者は、主要国でも無理には計上していないか

ら無視し得る。後者は、主要国で EU 以外非計上となっ

ているから、いずれにしても無視することになろう。非

合法を無理に計上している EU のケースも実情は悲惨な

ので、真似することはお勧めできない 8。こうした事情を

考慮すると、経済統計の捕捉力が向上しても GDP が明

示的に増えるかどうか、わからない。将来的にはこうし

た個人間取引がより広がり、事業規模が増えることを想

定して、内閣府では仲介業者を通じた統計捕捉力の向上

を検討している。将来的には、疑いなく GDP の捕捉漏

れを防ぐ方向に働くことになろう。

主要国ではどのように考えられているか、というと、

捕捉技術の向上に各国が注力しなければならないという

問題意識が国際的に共有されつつあるが、日本ほど専門

家の間で GDP の捕捉漏れが問題視されていない。主要

国の捕捉技術は、調査統計と税務を中心とした行政デー

タでの捕捉能力の両方に基づいており、各国の統計分野

でデジタルエコノミー分野の情報の多くは、税務情報に

依存するようになってきている。一般財団法人統計研究

8　非合法は、ほかの分野と異なってきちんとした根拠をもとに計算することはできない。データとして根拠を示せないのに GDP に計上

する金額が計算されるということはとても悲惨なことなので、恐らく統計メーカーとユーザー双方にとって避けるべき事態と考える。

会 SUT 研究委員会（2017）に伴って、筆者は 2017 年 2

～ 3 月に多くの国を訪問して、Uber や Airbnb の捕捉に

ついてヒヤリングを行う機会を得た。得られた情報が多

くなかったため、報告書に細かく載せられているわけで

はないが、各国ともに税務で捕捉できるかどうかがポイ

ントであった。

例えば、イギリス国家統計局 ONS を訪問した際には、

Sanjiv Mahajan 氏を含め３名で対応してくださった。そ

の際には個人間取引の捕捉は、結局税務記録（所得税情

報）で取れているかどうかに依存するということであっ

た。フランスでもオランダでも似たような議論があった。

主要国では、税務データや行政記録を GDP の推計に大

規模に利用するようになってきている。日本では、ほか

の主要国よりもそうした面で後れを取っているが、それ

でも経済センサスやビジネスレジスターは既に大規模な

行政記録を利用しているから、結局主要国と似たような

議論には落ち着く。行政記録や税務記録でさえも漏れる

ような付加価値は、いずれの国でも計上対象になりえな

いため、現状のところは GDP の捕捉漏れは、微々たる

水準で将来的に向けた改善策と筆者は判断している。

Ⅴ　GDPに関する捕捉技術の向上に向けた取組

現在、グローバリゼーションの進展とデジタルエコノ

ミー分野の興隆を受けて、統計の捕捉技術の不足が各国

で目立つようになってきた。SPE の捕捉は、各国にとっ

て一番難易度の高い課題として立ちはだかっている。

SPE は、多国籍企業の課税漏れやペーパーカンパニー問

題として知られる。多国籍企業は SPE を多用している

ことで知られ、SPE はほぼ全産業で設定されるようにな

っている。この捕捉問題はハードルが高いことで知られ、

各国の試行錯誤でも決定的な解決法が見いだせていない

が、SPE に関する国際的議論の集約が進みつつある。一

つは、各国統治権の縦割りの弊害を除き、この分野で共

同で対処していこうとしている。実際に OECD 加盟国

の税務データは、各国で情報を交換するようになった。

主要国では、統計作成が税務データに依存するようにな

っているため、（非公式かもしれないが）統計分野でも

情報を集約して対処するようになってきた。

恐らくこうした動きに加えて、ビジネスレジスター自

体を各国で統合したり、ビーンレポートが予言している

ように、ビッグデータも組み合わせるといった動きも国
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の枠組みを超えて盛んになるとみられている。こうした

動きは、各国で法律上の規制が特に厳しいため（特に

EU 域内）、恐らく非公式に行うグループと国際機関で

公式に行うグループに分かれ、G20 などの議論を通じて

長期的にいずれかに収斂していくのではないかと予想す

る。

多国籍企業が国境を越えた活動を進める中で、SPE も

含めたシェアリングエコノミーの活動が広がってきてい

る。日本ではまだ全体としても生産規模は、１～２千億

円規模に過ぎないが、将来規模が拡大することや他国へ

の影響も考える必要がある。もし、この分野での生産が

10 兆円規模であったとしても、日本の産出額に占める

割合は１％程度に過ぎない。しかし、捕捉上の問題で、

先の Airbnb のように日本のビジネスレジスター上で導

管扱いしなければならない SPE の格付け情報が誤って

いて、例えば、アイルランドやシンガポールといった小

国に格付けしなければならない場合、その国では産出と

GDP が短時間に数十％増減することがあり得る。実際

にアイルランドでは、近年 GDP の精度に深刻な問題が

報告されるようになってきており、上記のような地道な

取り組みが欠かせなくなっている。シェアリングエコノ

ミーを GDP の計上漏れ問題と捉える動きは国際的にも

あるのだが、専門家間では主要国というよりも、アイル

ランドのような法人税率が低い国やタックスヘイブン、

小国での GDP の深刻な変動問題として知られている。

こうした国では特に深刻なケースで、30％近く前年比で

GDP が変動してしまうことが報告されるようになって

きている。

そのため、日銀が BOP 作成時に SPE を格付けしてい

る一方で、日本の総務省のように各国間で情報を交換し

て SPE を導管に格付けできていない現在の状況では、

日本の国民経済計算年次推計において SNA の部門勘定

の精度に若干の悪影響を与える。しかし、その悪影響は

微々たるもので、国内的にはあまり問題にならない。実

は総務省の問題は、日本以上にアイルランドや小国の統

計に深刻なダメージを与える可能性がある。そのため、

日本の総務省が統計作成の努力を怠ると、小国の GDP

に深刻なダメージを与えるから、これこそグローバリゼ

ーションの産物といえる。こうした問題は自由貿易圏・

経済圏の拡大に伴って、より複雑な影響力を他国に持つ

恐れがある。

多国間ではこうした事例が出ており、次期 SNA に向

けて各国統計法やビッグデータ制度の拡充を進めるほか、

国際機関での高度な分析能力を高めたり、統計作成を各

国が一層連携していくといった様々な対応策を試行錯誤

する必要性が出ている。デジタルエコノミー分野が各国

で一層盛んになると、こうした問題のひずみが国際的に

複雑に反映することが予想される。そのため、複雑な影

響が統計に深刻な悪影響を与えないように各国の枠組み

を超えた総合的な努力が一層問われてくるのである。

Ⅵ 次期SNAの形成に向けた取り組み～まとめに

代えて

2008SNA（System of National accounts 2008, SNA2008）

については、既にほぼ全てのマニュアルが発行済みであ

り、国連による主要国への 2008SNA の浸透という目的

は、ほぼ達成されつつある。2008SNA 導入の際に行わ

れた、研究開発などの導入判断について専門家たちの反

省が水面下で共有されるようになり、研究開発までは認

めるものの、新たに生産概念を広げる新規分野を導入す

る場合、より慎重に判断すべきという意見が国際所得国

富学会と国際機関で強まった。国民経済計算分野でこれ

から計上していく対象か判断が必要となる、捕捉されに

くい新分野よりも伝統的な SNA 計上対象の強化にこれ

まで以上に光が当たりやすくなっている。そのため、国

際的な研究の流行として SNA の記録原則や計上方法に

関する、地道なテーマを取り上げやすい、時代が訪れて

いる。

一方で、これまで各国で統計調査を縦割りに実施すれ

ば統計作成ができた時代は終わり、既に徴税情報や行政

記録を統計情報と組み合わせて、統計の捕捉力を上げる

ことが主要国で一般化しつつある。日本ではこの潮流へ

の対処が遅れているが、いずれ統計分野でも国際的な連

携力による対処が一般化することになろう。

次期国民経済計算体系に向けて学会を通じて活発に

SNA 改訂の方針を左右する研究がこの数年提示されて

きた。その中での統計分野で、シェアリングエコノミー、

デジタルエコノミー分野の捕捉の課題を取り上げる研究

が多く出てきており、そうした新分野が次期 SNA に対

しても重要な影響を持つようになってきた。依然として

範囲に曖昧さを残さざるを得ないが、急速に事業が広が

ると予想される。

2008SNA を設計する段階で、グローバリゼーション

の進展と統計調査の捕捉漏れが各国で長年の課題となっ

てきた。この問題には、Eurostat がグローバリゼーショ

ンについて調査を行って、各国のノウハウをまとめた

United Nations （2012）において、グローバリゼーション

に関する解決が難しい問題が各国で共有された経緯があ

る。グローバル生産、電子商取引、送金、SPE といった
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課題である。

近年のデジタルエコノミー分野の興隆によって、個別

議論を深めても対処ができなくなってきている。グロー

バリゼーションについて、SNA でのこれまでの分野と

大きく異なることは、統計調査からだけでは対処は難し

く、税務情報といった行政情報や各国のミクロデータな

ど情報を総動員しなければ次第に対処が難しくなるかも

しれない。しかも、そうしたところで完全な捕捉が最初

から期待できず、最適な事例でも一部しか活動を捕捉で

きない時代が来るかもしれない。つまり、対処方法も根

本的に問い直す必要があるのかもしれない。

これまで各国の SNA 分野の専門家は、SNA 改訂の度

に体系の境界を広げて、新概念の討議を重点的に行って

きた。1968SNA から幾多の専門家の警鐘にもかかわら

ず、計上されていない重要な概念を経済統計として捕捉

し、できるだけ GDP に計上するという暗黙の流れが続

いてきた。しかし、次の SNA ではその流れが変わり、

先述のように既存分野の強化の方向に舵が切られる可能

性が高くなっている。例えば、2008SNA においても

R&D の計上、資本サービスの費用の計上、FISIM の推

計方法といった様々な分野を通じて、これまで国連が各

国の異論を押し切ってきた経緯があるが、今後は国際的

な検討が突き進むことに各国専門家たちの理解が得られ

にくくなってきている。

SNA を改訂するたびに、景気指標として GDP が次第

によくわからなくなってきたことへの警戒があり、今以

上に捕捉されていない重要な経済概念に光を当て、捕捉

対象をやみくもに広げていくべきだという主張よりも、

捕捉対象をこれまでの基準から大きく変えない範囲で、

現在のフレームのコアに焦点を当てるべきだという主張

に共感が広がってきている。この流れは、Andre Vanoli

氏ら 68SNA 時代を良く知る多くの各国専門家達からの

長年にわたる力強いアドバイスや Peter Van de Ven 氏が

OECD 国民勘定責任者に就任するといった一連の出来事

が影響している。Van de Ven 氏は、2016 年国際所得国富

学会国際会合にて、次期 SNA 改訂に際して保守的な方

針を決定づける報告を行った後、IARIW 論文誌（国際

所得国富学会の『Review of Income and Wealth』）にて

Van de Ven（2017）にまとめた。このほか IARIW 論文誌

は、2017 年末に Harrison（2017）、Coyle（2017）、Vanoli

（2017）といった、SNA 改訂に向けた方向性を決定づけ

る一連の研究を特集した。この流れは 68SNA 以来、初

めて起きた伝統に回帰する SNA での保守化の流れとい

える。

本来 ISWGNA や専門家のアドバイスがあるとはいえ、

専門アドバイザーグループ AEG が投票して、SNA の範

囲を決める規則になっている。ところが、Van de Ven 氏

の狙いは 2008SNA まではかろうじて国際的合意が得ら

れるものと判断し、予め研究開発までで新分野導入の流

れを食い止め、今後の改定に際して SNA の範囲を拡大

しない方向に国際的議論を持っていこうとする狙いがあ

ったとみられている。こうした意見には 68SNA 時代か

らの専門家に加えて、2008SNA 導入に貢献してきた専

門家たちの支持も集まった。IARIW の特集はこうした

Van de Ven 氏の狙いを側面から支援することにあったと

考えられている。

ただ、SNA の範囲を拡大しないという方向感であっ

ても、デジタルエコノミーについては、SNA に取り込

むべきとの意見も強く、次期 SNA に向けて、各国専門

家が知恵を傾けて方針を定めていくべき時期を迎えよう

としている。EU 各国とは異なり、幸い日本には多数の

デジタルエコノミー分野の企業群が起ころうとしていて、

そうした先進的な事例を世界の討論に生かすにはよい時

期を迎えようとしている。内閣府経済社会総合研究所

（2018）に続く、成果が国際的議論に好影響を与え、経

済統計の捕捉技術の精度向上や SNA 分野の発展につな

がることを期待する。
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1 ヘドニックアプローチは、Rosen （1974）に基礎を置く伝統的な手法であるが、パソコンなどの電子機器が、スペックが数値化しやす

く入れ替わりの激しい品目が登場したことで、現実的な手法として一般化した。
2 ソフトウェア、自社開発ソフトウェア、研究開発投資の資本化については、それぞれ大森 （1998）、木村・木村（2012）、小林（2016）

を参照。

１． はじめに

政府は「未来投資戦略 2017」及び「経済財政運営の

基本方針 2017」の中で、第 ４ 次産業革命の技術革新をあ

らゆる産業や社会生活に取り入れることの重要性を指摘

している。第４次産業革命とは、IoT（Internet of Things:

様々なモノがインターネットにつながり、情報が交換可

能になること）、それによって蓄積されるビッグデータ、

更にはそれを解析する AI（Artificial Intelligence：人工知

能）などにより、個々にカスタマイズされた生産・サー

ビスの提供、既に存在している資源・資産の効率的な活

用、人間の労働の補助・代替などが可能になる社会の変

化状態である。第３次産業革命の後半でいわゆる IT 革

命として結実した情報技術革新が、更に深化し大きな社

会・経済的インパクトをもたらす現象である。

こうした、社会・経済の変化を的確に捉えるには、

SNA（国民経済計算体系）にも大きな変化が必要である。

SNA は、国連の定める国際基準によって計測の体系が

規定されている。ここでは、その国際基準の範囲内で、

日本の実情に合わせてどのような対応が必要になってい

くかを考察する。SNA は、経済の全体像を把握する極

めて重要な統計であり、社会経済の変化に対応していく

ことは不可欠であるが、一方で連続性にも特に注意が必

要な統計であり、変化の方向を見極めて慎重に対応する

ことが求められる。

第３次産業革命の後半、1990 年代後半から 2000 年代

初頭にかけてのいわゆる「 IT 革命」期の情報通信産業

の発展によって、SNA を中心とした日本の統計体系は

大きな影響を受けた。例えば、パソコンでこれまでの財

では観察されなかったような頻繁な銘柄の交代が観察さ

れ、物価指数の計測でヘドニック法など新しい品質調整

方法が導入された 1。また、国際基準に対応する形でソフ

トウェア、自社開発のソフトウェア、R&D（研究開発）

投資などが SNA で資産として計上されるようになった 2。

引き続き第４次産業革命の影響を統計的に把握するに

も、その技術的・社会的・経済的な実態に基づき既存の

統計体系の対応が必要な課題を考察する必要がある。情

報通信産業技術は依然として急速な変化をしており、問

題点の把握だけでも困難であるが、既に明らかな課題も

ある。

まず第１に、第４次産業革命を実現するための技術革

新の中心がデジタルデータだということである。デジタ

ルデータは保存・輸送することの限界費用が極めて低く、

国境をまたいだ取引が容易である。しかも、通関のよう

な輸出入の手続きがないため、国際間の取引実態の把握

は困難である。

第２に、通信の相互性が高まることから、家計間のピ

アツーピアの取引が拡大する。これは、生産・供給の主

体が企業ではなく個人となるケースが増加することを意

味する。法人企業を主たる供給者として想定した統計体

系では、取引実態の把握は困難となる。

第３に、個別的な情報が共有されることで、遊休「資

産」の活用が期待されることである。この場合の「資産」

には、これまで資産として計上されてこなかったような

財も含む。これまで、１つの経済主体が費消しつくすと

考えられていた消費財や中間財が取引対象となる機会が

増加すれば、資産の定義の変更が必要になる。

こうした課題への SNA の対応を考えるには、どのレ

ベルでの対応が必要かを意識することが重要である。す

なわち、各種調査統計の調査範囲や調査内容の変更など

SNA の基礎統計レベルでの対処が必要な課題、日本の

SNA の推計体系（いわゆる JSNA）における概念レベル

の整理が必要な課題、更には国際基準としての SNA の

レベルでの対応が必要な課題である。もちろん各レベル

の議論は相互に関連するが、対応のタイミングや意思決

定の方法は大きく異なる。

基礎統計レベルでの対応とは、既存統計で利用可能な

情報の把握と追加的な調査の必要性の検討である。さら

［内閣府経済社会総合研究所「季刊国民経済計算」第 164 号　2018 年］
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に、追加調査をする際には既存統計では対応できない問

題を特定し、調査実務の検討が必要となる。このレベル

では、概念的な問題よりも、調査の実行可能性が問題に

なるケースが多いと考えられる。JSNA レベルの対応は、

SNA の国際基準との整合性を保ちながら、日本での第

４次産業革命の進展や実態に合わせた概念整理をするこ

とが中心である。このレベルでは、新しい類型の経済活

動のおおまかな規模感を把握し、対応の優先順位を決定

することが重要である。さらに、最終的には、国際基準

としての SNA レベルでの対応が必要となる。短期的に

は国際基準を変更することは困難であるが、例えば、新

たな SNA の国際基準の策定に向けて、日本での経済活

動の実態、基礎統計の利用可能性、追加調査の実現可能

性を考慮しながら、国際的な場で積極的に問題点の指摘

や概念提示をしていくことが重要となる。

本稿では、第４次産業革命で一般化して来た経済活動

をいくつか取り上げ、既存の統計体系が直面する問題に

ついて整理する。また、今後の展望についても考察する。

２． 第４次産業革命と経済統計

内閣府 （2017） 第２章第１節では、第４次産業革命の

具体的な事例として、データの解析結果を様々な形で活

用したサービスの提供、シェアリング・エコノミー、

AI・ロボットの活用、フィンテックを挙げている。また、

Bean （2016） では、統計作成における現代的な課題とし

て、デジタルプロダクト、シェアリングエコノミー、無

形資産などを掲げている。日本の SNA での取り組みに

ついては、山岸 （2017） がインターネット上でのサービ

スの拡大の事例として、ネット通販、無料動画サイト、

シェアリング・エコノミーについて議論している。ここ

では、こうした文献で共通して主要な分野とされるシェ

アリングエコノミーとデジタルエコノミーを取り上げ、

どのような統計的課題が存在しているのかを概観する。

2.1　シェアリングエコノミー

まず、第４次産業革命に関する文献の多くが指摘する

分野であるシェアリングエコノミーについて考察する。

Hamari et al. (2015, p.1) によれば、シェアリングエコノ

ミーとは、共同体を形成するオンラインサービスによっ

て「ユーザー間での財・サービスに対するアクセスの取

得・授与・共有すること」を可能にする経済活動のこと

である。例えば、自分の保有する住宅から発生する「居

住サービス」を、自分の不在時などの短期間レンタルに

出すことで他者と住宅を「シェア」するような活動であ

る。

Bean (2016: 3.44) は、シェアリングエコノミーの重要

な意義の一つとして、物理的な財の所有からサービスの

利用に経済活動を転換することを指摘している。財の所

有と利用を切り離すサービスは、既存の産業にも存在し

ているが、情報通信技術の発展によってその範囲が格段

に拡大する。

シェアリングエコノミーの中核は、財の所有者とサー

ビスの利用者をマッチングする場を提供するプラットフ

ォーム技術である。既存のレンタカー業者やホテル事業

者などと異なり、財そのものは所有せず情報流通のみを

担う。利用者間の情報はデジタルデータの形式でやりと

りされるため、輸送コストは極めて小さく、プラットフ

ォームサービスを提供するにあたり物理的な距離はほと

んど影響を与えない。その結果、外国企業であっても国

内市場への参入が容易で、実際にいくつかの分野では外

国企業のプラットフォームが独占的な地位を占めている。

通常、調査統計の対象となるのは国内に立地する企業だ

けであることを考慮すれば、このシェアリングエコノミ

ーの特徴は、統計的に経済活動の把握する際の大きな障

壁となる。

また、シェアリングエコノミーには、財の所有とサー

ビスの利用の分離をピアツーピアで実現している（すな

わち消費者間の取引が中心である）という特徴がある。

プラットフォーム技術の発達により、サービス提供専用

の財を保有しないような小規模な単位でサービスの提供

が可能となっており、個人が容易にサービスの提供者に

なり得る。

この特徴は２つの観点から、これまでの統計体系では

対応困難な課題となる。まず第１に、生産に関わる主体

の調査可能性である。外国企業が提供するサービスは、

形式的には輸入として取り扱われるべきである。しかし、

海外所在していれば日本の統計調査の対象にはなり得な

い。インターネット上でサービスが提供されれば、通関

のような国境を越える際の手続きで把握されることもな

い。また、個人（すなわち制度部門としての家計）が重

要なサービスの生産主体となれば、主として法人企業を

生産活動の主体としている日本の統計体系では、実態を

包括的に把握することは困難である。特に、継続的に事

業を営んでいないケースでは、その困難さは特に高まる。

第２に、個人がシェアリングエコノミーに提供してい

る財の多くは、SNA では消費財として扱われていると

いう点である。上の経済主体の調査可能性の問題では、

SNA で計測すべき対象であることが大前提であり、調

査実務上の問題に限定できた。それに対し、消費財の再
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利用という観点は、SNA の概念に関わる課題となる。

SNA では、家計が購入した財は（住宅などの例外的

なものを除き）消費財として扱われている。特に、「消費」

は「支出」時点で記録されることになっている（2008SNA 

9.44）。経済学において、一部の消費財には耐久性があり、

財の購入（すなわち家計が支出した）時点と財の消費時

点には違いが発生することはしばしば指摘されてきた

が 3、支出主体と消費主体が同一の経済主体であれば中長

期的には大きな問題とはならなかった。シェアリングエ

コノミーのように他の経済主体との取引対象となる機会

が増加すれば、概念的には一部の消費財の購入を「資本

形成」として計上する必要があるかもしれない。しかし、

どの消費財がシェアされるかも明らかでない状況では計

測することは実務的に不可能であろう。

さらに、家計の保有する消費財がサービスを生み出す

ことを認めるのであれば、中古品の売買の概念的な整理

も必要となる。例えば、洋服が頻繁に中古品として売買

されるようになれば、実質的には一定期間に生み出され

る「被服サービス」を取引したとみなせ、シェアリング

エコノミーとの区別はほとんどない。現在であれば、中

古品の売買は（少なくとも概念的には）資産の取引であ

り、フローの付加価値は産まないと整理される。しかし、

シェアリングエコノミーを個人企業として把握していく

なら、整合性の観点からも、中古品の売買によって生み

出される付加価値を把握するような取り組みが必要にな

るだろう。

住宅や自動車などの特定の大型耐久財については、家

計間の（仲介業者を通じた）売買は把握可能であるが、

中古品の取得自体は新たな付加価値の生産とはされてい

ない。しかし、消費財の中古品売買まで議論をしようと

すれば、調査実務レベルではなく、SNA の基本的な考

え方に立ち戻って検討する必要が出てくる。シェアリン

グエコノミーを統計に取り込んでいくには、中古品の売

買との整合性と調査の実行可能性の両面から検討が必要

であろう。

2.2　デジタルプロダクト

第４次産業革命の初期的な成果の一つとして、デジタ

ルプロダクトも重要な課題である。Bean （2016）では、

デジタルプロダクトとはデータのトラフィックによって

実現される様々なサービスと定義しており、その一部は

音楽や動画配信サービスなど、既存のコンテンツサービ

3 例えば、Kay, Keen, and Morris (1994) を参照。また、Cashin, D. and T. Unayama (2016) は、消費財を耐久財・備蓄不可能非耐久財・備蓄

可能非耐久財に分類している。

スを代替するものである。また、インターネット検索や

SNS（Social Networking Service）など、第４次産業革命

による革新を経て初めて利用可能となった新しい消費サ

ービスも含む概念である。

シェアリングエコノミーのケースと同様に、デジタル

での情報の取引が基本になっているため、外国企業の経

済活動の把握は課題の一つである。一方で、デジタルプ

ロダクトの取引ではピアツーピアの取引はそれほど一般

的ではなく、その観点からはシェアリングエコノミーよ

りも対応は容易である。

経済統計の観点で、シェアリングエコノミーと異なる

デジタルプロダクトの固有の問題は、サービスの価格が

極めて低いか実質的に無料である点にある。ビジネスモ

デルそのものは、既存のコンテンツ産業と共通している

が、価格形成のルールが既存の産業とは大きく異なる。

極端な低価格が実現する技術的な背景には、複製コスト

が限りなくゼロに近いこと、輸送や蓄積に関わる限界費

用が限りなくゼロに近いことがある。一方で、コンテン

ツ制作やサーバー設備などの固定費用が必要であり、供

給コストは必ずしもゼロではなく、何らかの収益を上げ

る必要がある。

Bean （2016）によれば、デジタルプロダクトにおける

収益の上げ方には３つの方法がある。第１がデジタルプ

ロダクトの消費者から利用料金を受け取る方法、第２が

利用者の情報を第３者に売る方法、第３がデジタルプロ

ダクトの提供と引き換えに広告を配信し広告料として収

益を上げる方法である。

第１の類型は、基本的に既存のコンテンツ産業と同じ

であり、統計的には把握が容易にみえる。ただし、ネッ

トワーク外部性（ユーザーが増加することでネットワー

クそのものの価値が上昇する効果）が存在する場合には、

将来の規模を拡大するために、現在の利用料等を低めに

設定する可能性がある。このネットワーク外部性が存在

する場合に、どのような価格で現在のサービスを評価す

るかは概念的にも困難な課題である。また、定額料金な

ど利用の実態とリンクしない料金が設定された場合には、

サービスの利用量が増加した場合の扱いも検討の必要が

ある。

この評価に用いる価格の問題は、基本的に JSNA の概

念的な問題である。取引そのものを計測対象とすること

は、国際基準に照らして問題はないだろう。もちろんデ

ジタルデータの特徴から、外国企業のサービスをどのよ
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うに把握するかという調査実務の課題はある。デジタル

プロダクトの相対的に大きな企業であり、ピアツーピア

により家計がサービス供給をするシェアリングエコノミ

ーよりも対応が容易な側面もあるが、既存の調査体系の

改善は不可欠であろう。

第２の類型は、 デジタルプロダクトの特徴であるデー

タが大量かつ安価に蓄積できるという特徴から生まれる

ビジネスモデルである。蓄積された情報によって、より

効率的な生産活動が可能になることから、大きな経済価

値を持つことは容易に想定される。国際基準である

08SNA においては、データベースは知的財産生産物の

サブカテゴリーとして明示的に推計対象になった。しか

し、現行の JSNA では、推計の対象とはなっておらず、

こちらも今後の対応が必要である。

さらに、実際に推計しようとすれば、他のビジネスモ

デル以上に困難なものとなる。その最大の理由は、取引

の価値を正確に把握することが困難だからである。デー

タベース資産は、一般には他の経済主体に使われるので

はなく自己勘定の中で利用されることが多いため、その

価値や取引量についてはなんらかの推計を含めざるを得

ない。また、第３者に提供されるとしても、どのような

情報をどのような対価で提供しているかを開示すること

に対して多くの企業は慎重になっており、調査は困難で

ある。

第３の類型も、第１の類型と同様に、基本的に既存産

業の延長として捉えることはできる。具体的には、広告

業と同様の取り扱いが可能であり、既存の国民経済計算

の枠組みの範囲内とみなすことができる。

検索サービスや SNS の提供企業は、供給しているサ

ービスの利用者から直接対価を受け取っているわけでは

ないが、広告料としての収益を他の企業から受け取って

いる。この広告料は、マクロ経済からみれば中間投入と

みなされる。山岸 （2017） は、日本の SNA におけるこう

したデジタルプロダクトの取り扱いについて解説し、そ

の影響についても論じている。その上で、デジタルプロ

ダクトが GDP に与える影響は、広告効果や価格の転嫁

による販売の増加分であることは、現行の SNA の国際

基準に照らして問題のないと主張している。

利用者がデジタルプロダクトから一定の経済的な恩恵

を受けていることは明らかで、その経済的な価値は、学

術研究のレベルではあるが、Goolsbee and Klenow (2006)、

Nakamura and Soloveichik (2015)、Brynjolfsson and Oh 
(2012) などで定量的に計測されている。デジタルプロダ

クトの価値を評価する際の最大の問題は、検索サービス

や SNS サービスが多くの場合無料で提供されているこ

とである。これらの研究では、デジタルプロダクトの消

費を時間や、留保価格（デジタルサービスを使えないと

したらいくら払うか）の観点から評価している。

しかし、IMF （2018） で指摘されている通り、このデ

ジタルプロダクトの価値は必ずしも SNA の対象とすべ

き（GDP に含まれるべき）とはいえない。デジタルプ

ロダクトの価値の大部分は、ユーザーの自発的な参加に

よる「生産活動」とみなすことができる。例えば、

Youtube で動画を配信することはコンテンツの自発的な

制作である。現在の SNA の対象とするかどうかの原則

（生産の境界とよばれる）では、生産活動のうち市場

（market）及び市場隣接（near-market）での生産だけを

計測の対象とすることになっており、特にボランティア

活動は生産の境界外でされている。つまり、Youtube で

誰かが制作した動画を楽しむことで、大きな経済厚生上

の恩恵を受けていたとしても、それは原則的には SNA

の対象とならないのである。

IMF （2018） は、このデジタルプロダクトの経済厚生

上の価値と SNA の生産の境界という大原則の間で、ど

のような対応が可能かを幅広に検討している。日本にお

いても、SNA の対象とするかによらず、少なくともデ

ジタルプロダクトの経済的な価値の評価を進められるべ

きである。

無償の取引を金銭評価する研究の現在の主流の方向性

を考慮すれば、時間の使い方に関する基礎的な研究（例

えば、Aguiar, Hurst, and Karabarbounis (2012）など）を

踏まえた検討が必要である。その観点でいえば、日本に

おいて時間の使い方を調査しているのが５年に一度の社

会生活基本調査だけという状況は大きな制約である。時

間の使い方に関する時系列データの整備は重要な課題と

なるだろう。

３． 市場の拡大と計測

第４次産業革命によってもたらされる経済活動はまさ

しく新興市場であり、市場の急激な拡大が観察されてい

る。その意味では、長期的にはシェアリングエコノミー

を国民経済計算体系の中に位置付けをしていくことは不

可欠である。しかし、どのように統計的に対応するかは、

今後の市場動向をみながら慎重に考慮する必要がある。

なぜなら、市場の成熟によって、既存の統計体系との親

和性が高まるかもしれないからである。

例えば、シェアリングエコノミーの中で先行している

分野である住宅のシェア（いわゆる民泊）についてその

課題と今後の展望を考える。民泊サービスの供給は大き
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く分けて３つの役割がある。１つが、宿泊者と宿泊先を

マッチングさせるプラットフォーム機能である。現時点

では、米国に本拠を持つ未公開企業であるエアビーアン

ドビーのシェアが大きい分野である。もう１つが、宿泊

施設となる建築物（通常は住宅）を所有する機能。そし

て、鍵の受け渡しや宿泊後の清掃などの管理業務の機能

である。

通常の旅館などの宿泊施設であれば、この３つの側面

が一体化していることも珍しくない。例えば、自社のホ

ームページで宿泊予約を受け付ける宿泊施設である。も

ちろん通常の旅行代理店を通すケースも多く、その場合

は、宿泊施設は建物の所有とフロント業務や清掃その他

のサービスの提供という２つの機能だけを果たすことに

なる。それに対し、民泊では「住宅」を保有するだけで

プラットフォーム機能を使うことで宿泊施設となり得る。

そのために、個人の住宅所有者（もしくは賃借人）が零

細な「旅館業」のように宿泊市場に参入してきたのであ

る。

この違いは、調査実務上では大きな違いとなる。既存

の旅館・ホテル業の場合では、予約を受け付ける旅行代

理店にしても、実際に宿泊サービスを供給する施設にし

ても「国内」の「企業」であり、計測上の問題はほとん

どない。それに対し、民泊の場合では、エアビーアンド

ビーは海外企業であり、民泊施設の所有者の多くが個人

である。既にみてきたように、外国企業や個人が供給主

体になった場合には調査は困難である。これが、民泊サ

ービスの経済統計上の課題であった。

しかし、民泊市場の拡大とともに、計測へのハードル

は下がりつつある。急速に増加するいわゆる民泊に対応

する形で、2018 年 6 月に「住宅宿泊事業法」が成立し

関連サービスへの政府の関与が高まっている。例えば、

観光庁は一定の届出のない民泊施設をサイトに掲載しな

いようにエアビーアンドビー社に要請をし、実際に多く

の宿泊施設がサイトから削除されるという事象が観察さ

れている。こうしたコミュニケーションを通じて、外国

企業であっても一定の情報が収集できるようになりつつ

ある。

一方、現場サイドでは、民泊用の住宅の所有とフロン

ト業務等の管理業務が分離されつつある。住宅宿泊事業

法では、こうした業務を行う事業者は「住宅宿泊管理業」

とされ、国土交通大臣の登録が義務付けられた 4。この部

分についてはスケールメリットが働くため、個人よりも

4 住宅宿泊管理業者の登録簿は http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/sosei_const_tk3_000140.html で公開されている。
5 行政情報の活用に関する課題と現状については、三菱総合研究所 （2016） を参照。

法人の活動範囲となりつつある。その意味で、既存の統

計体系でカバーできる対象となりつつある。

宿泊施設の「所有」については、依然として個人の領

域となっている。しかし、民泊市場が発展して競争が激

化してくると、民泊からの収益は、その機会費用（賃借

の場合であれば中間投入コスト）である賃貸住宅市場で

の家賃に収束してくることが予測できる。持ち家に対し

ては、既に賃貸住宅市場に基づき、帰属家賃が計測され

GDP の構成要素となっている。つまり、競争が激化す

れば、民泊の営業余剰は帰属家賃に収束してくると予想

できる。もちろん所有者が消費した帰属家賃となるか、

民泊サービスの消費となるかでは消費主体が異なる（民

泊の宿泊者の多くが外国人であり、その場合には「輸出」

に該当する）可能性はあるが、GDP の総額の観点からは、

特段の修正をしなくても把握可能になるのと考えられる。

長期的に民泊市場がそこまで競争的になるかは明らか

ではないが、SNA は継続性が重要であり、拙速な対応

は望ましくない。安定した計測をしていくには、市場の

発展の帰結としてどのような生産構造になるのかを予測

して制度設計をする必要がある。

４． まとめと考察

本稿では、第４次産業革命を国民経済計算に取り込む

際の論点を整理した。IT 革命の深化によって実現する

サービスの特徴ついて、１）外国企業の役割が大きくな

る、２）家計部門の生産が拡大する、３）価格だけでは

経済的な価値の計測が困難になる、という３点を挙げた。

これらの課題への対応は、統計調査の実務レベル、

JSNA の概念レベル、SNA の国際基準レベル分けて考え

る必要がある。

調査実務上の問題については対処すべき課題は明らか

であるが、多くの場合、実際の対応は困難である。海外

企業のプレゼンスが高まれば対応の必要性も高まるが、

通関のような手がかりすらない状況では対応が困難であ

る。また、個人の生産活動については、税務などの行政

情報の活用が不可欠となるだろう 5。ただし、森信 （2017） 

で指摘されているように、税務においてもシェアリング・

エコノミーへの対応には課題が山積しており、たとえ税

務統計が利用できたとしても多くの課題が残されると予

想できることは指摘しておきたい。

より概念的な問題については、JSNA レベルでの対応
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と、国際基準レベルでの対応の切り分けが課題となる。

新たな経済活動が、SNA の大原則である「生産の境界」

に含まれるかどうかの問題（国際基準の課題）なのか、

概念的に推計手法を確立するのが困難という問題（JSNA

の問題）なのかという区別である。例えば、消費財がシ

ェアされることと、中古品として（何度も）売買される

ことの境界は曖昧である。しかし、原理的にいえば、シ

ェアされれば「レンタル」であり生産の境界内、中古品

の売買とみれば生産の境界外となる。その意味では、概

念整理そのものが、JSNA の問題と国際基準の問題の境

界となるのである。

国際基準の問題となれば、日本の統計当局だけの問題

ではない。何を SNA の対象範囲とするか（GDP に計上

するか）は、古くて新しい課題である。近代的な国民経

済計算の最初期の 1947 年に開催された計量経済学会

（Econometric Society）ワシントン DC 大会での議論で、

既にここで述べたような課題の多くは既に議論されてい

る。例えば、大会の討論をまとめた Gilbert et al (1949） 

をみても、国民所得（現在の GDP）と経済厚生の関係

が議論されていることを確認できる。一方で、IMF 

（2018） をみても、依然として GDP と経済厚生の関係が

未解決の大きな問題であることがわかる。国際基準の策

定とは、この伝統ある議論を更新していく作業であり、

日本の統計当局もより日本の実情が把握できるような基

準となるように積極的に関与していくべきであろう。

市場での取引を完全に把握することは困難であり、更

に市場外での活動も含めて経済厚生が決まっていること

を前提にすれば、そもそも単一の指標で経済活動全体を

評価するのは現実的には不可能である。第４次産業革命

は、国民経済計算にとって大きなチャレンジになるだろ

う。

どの課題も対応は困難であり、大胆な統計体系の変更

が必要となる可能性はある。しかし、新市場の拡大が続

くことで、市場構造の観点から計測の問題が解消する可

能性もある。統計の継続性の観点からも、今後の市場動

向を十分に見極めることが重要である。
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